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2010 年 3 月 4 日(木) 於：東京（文部科学省） 
科学技術政策研究所(NISTEP) 国際カンファレンス 2010 
『経済危機後の科学技術イノベーション政策 －持続可能な成長に向けて－』 
2010 年 2 月 25 日(木) 於：東京（政策研究大学院大学） 
イノベーションプロセスにおけるデザインマネジメントの役割に関する国際 
ワークショップ“International Workshop on the Role of Design 















































2009 年 10 月 8 日(木) ～9 日(金) 於：京都（ホテル京阪京都） 
第 4 回日中韓科学技術政策セミナー 
2010 年 2 月 21 日(日) 於：米国（サンディエゴ） 
米国科学振興協会(AAAS) 年次大会における日中韓シンポジウム 











































2009 年 5 月 26 日(火) 於：東京（文部科学省） 
シンポジウム「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2008 からのメッセージ～」 
2010 年 2 月 9 日(火) 於：東京（文部科学省） 
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(4)組 織 
 2010年 3月末における当研究所の組織と定員は下のとおり。 
2009年度末定員                53名 
同年度客員総括研究官        計  1名 
同年度客員研究官      計 97名 
同年度国際客員研究官    計  4名 
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 (5)予 算 
2009年度の予算を以下に示す。                                              （卖位：千円） 
事   項 予  算  額 備   考 
 2008年度 2009年度  
◇科学技術政策研究所に必要な経費 557,992 565,129  
1.人 件 費 434,833 449,185 平成 21年度（2009年度）末定員 
53名 




362,767 361,565  
1.科学技術システム基盤研究 22,010 42,845 为に第 1、2 研究グループの調査研
究活動に係る経費 









127,149 125,429 情報処理システムの整備、運用等 
また、外部専門家との双方向情報ネ
ットワーク構築、整備、運用 
5.分野別科学技術動向調査 86,424 86,424 为に科学技術動向研究センターの
調査研究活動に係る経費 
合    計 920,759 926,694  
 
（卖位：千円） 
外  部  資  金  名 金 額 備  考 
科学技術振興調整費                計 72,691  
科学研究費補助金                 計 5,000  
厚生労働省長寿医療研究委託費           計 1,000  
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(6)1年間の为な活動 
 ①調査研究成果 
 2009年度においては、第 3期基本計画フォローアップ調査等の 20本の NISTEP REPORT、1本














開催期間：2009 年 10月 8日(木）～9日(金） 
会  場：京都 ホテル京阪京都 
 
○イノベーションプロセスにおけるデザインマネジメントの役割に関する国際ワークショップ 
 開催期間：2010年 2月 25日(木） 




 開催期間：2010年 3月 4日(木） 
 会  場：東京 文部科学省 3階講堂 
 
   ○米国科学振興協会(AAAS) 年次大会における日中韓シンポジウム 
開催期間：2010 年 2月 21日(日) 








- 7 - 
＜2009年度の为な人事異動＞ 
 
2009年 7月 14日 
第 1調査研究グループ  
総括上席研究官 茶山 秀一（配置換：研究開発局付から） 
         角田 英之（出 向：内閣府原子力安全委員会事務局審査指針課長） 
 
2010年 3月 31日 
第 2研究グループ 
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3.国際会議 
(1)イノベーションプロセスにおけるデザインマネジメントの役割に関する国際ワークショップ 
International Workshop on the Role of Design Management in Innovation Process 
開催日：2010年 2月 25日(木) 
会 場：東京（政策研究大学院大学 想海楼ホール） 
 
プログラム 
13:30～13:40 開会の挨拶 和田 智明（科学技術政策研究所長）  
13:40～14:10 
 









長谷川 光一（科学技術政策研究所 研究員） 
15:10～15:30 コーヒーブレイク  
15:30～16:55 パネル討論  
司   会：永田 晃也（科学技術政策研究所 総括为任研究官） 
パネリスト：御園 秀一（株式会社テクノアートリサーチ 代表取締役社長） 
前野 久登（セイコーエプソン株式会社 機器デザインセンター長） 
下川 一哉（日経デザイン 編集長） 
パトリック・ラインメラ（クランフィールド大学教授） 
長谷川 光一（科学技術政策研究所 研究員） 






























から招聘した。ブルース・テッサー教授（インペリアルカレッジ）は、 “Design in Innovation: 























(2)科学技術政策研究所(NISTEP) 国際カンファレンス 2010 





















(2)科学技術政策研究所(NISTEP) 国際カンファレンス 2010 
『経済危機後の科学技術イノベーション政策 －持続可能な成長に向けて－』 




9:30-9:40 開会挨拶  和田 智明 (科学技術政策研究所所長) 
9:40-9:50 来賓挨拶 坂田 東一 （文部科学省事務次官） 
セッション1「基調講演」           
9:50-10:30 
 








【基調講演3】 原 丈人（デフタ・パートナーズグループ会長） 
 
12:00-13:30 昼休み 
(2)科学技術政策研究所(NISTEP) 国際カンファレンス 2010 




















教授),Ashish Arora (デューク大学教授), Martti af Heurlin, Sungchul 
Chung,柿崎 文彦 (科学技術政策研究所为任研究官), 大橋 弘 
























 (2)科学技術政策研究所(NISTEP) 国際カンファレンス 2010 







































(2)科学技術政策研究所(NISTEP) 国際カンファレンス 2010 
(3)第 4回日中韓科学技術政策セミナー 

























開催期間：2009年 10月 8日(木）～9日(金） 




09:30–09:40  挨拶  和田智明 科学技術政策研究所長 
セッション１：各研究機関の研究活動のハイライト  
座長：和田智明 科学技術政策研究所所長  
*各研究機関の研究活動のハイライトを、科学技術政策研究機関による政策の企画・立案過程への関与を参照
しつつ紹介し、議論を行った。  
09:40-10:00  「科学技術政策研究所の研究活動のハイライト」  
和田智明 科学技術政策研究所長 
(3)第 4回日中韓科学技術政策セミナー 
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10:00-10:20  「科学技術政策研究所が文部科学本省内での政策の企画・立案過程に関与す
る実効的な方策」              渡邊英一郎 科学技術政策研究所企画課長 
10:20-10:30  休憩  
10:30-10:50  "STEPI's Contribution to the National Green Growth Five-year Plan" 
Suk-Joon Kim 科学技術政策研究院（STEPI、韓国）院長  
10:50-11:10  "The policy plan for Low CO2 Green Growth and S&T."  
Lee, Jung Seung 韓国科学技術企画評価院（KISTEP、韓国）院長 
11:10-11:30  “Highlights of Research Activities in IPM”  
Mu, Rongping 中国科学院政策・管理研究所（CAS/IPM、中国）所長  
11:30-11:50  “New Progress on Chinese Policy of S & T Innovation”  
Qiquan YANG 中国科技戦略研究所（CASTED、中国）副所長 
11:50-12:00  ディスカッション  
12:00–13:00  昼食  
セッション2：イノベーションシステムと経済成長  
座長：Mu Rongping CAS/IPM所長  
*各国におけるイノベーション活動の具体的事例を紹介するとともに、その経済効果について紹介し、議論を
行った。  
13:00-13:20  “Innovative Country and Regional Innovation System Development” 
Song Hefa, CAS/IPM 
13:20-13:40  “How to Structure and Strength Investment on Innovation”  
Rong GUO, Deputy Director, 
Institute of Science and Technology Investment, CASTED 
13:40-14:00  「イノベーションのアウトカム指標としてのＴＦＰ（全要素生産性）の分析」  
三橋浩志 上席研究官 NISTEP 
14:00-14:20  「イノベーションの伝播・普及が国民経済に及ぼす影響の把握」  
大橋弘 客員総括为任研究官 NISTEP 
14:20-14:40  "Innovation, Growth and Change of Strategy in Korea"  
Jin-Gyu Jang, Director, New Growth Engines Research Center, STEPI 
14:40-14:50  ディスカッション  
14:50-15:00  休憩  
セッション3：科学技術予測  
座長：Suk-Joon Kim STEPI所長  
*技術予測をキーワードに、各国における重点科学技術分野について紹介し、議論を行った。  
15:00-15:20  "Linking Megatrends with S&T Policy"  
Jungwon Lee, Director, Future S&T Strategy Center, STEPI 
(3)第 4回日中韓科学技術政策セミナー 
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15:20-15:40  “Strategic Foresight of Energy Efficiency”  
Sang-sung Nam, Research Fellow, Technology Foresight Center, KISTEP 
15:40-16:00  “New Trend of Technological Foresight in China”  
Ren Zongbao, CAS/IPM 
16:00-16:20  「新しい時代にふさわしい科学技術予測を求めて」  
奥和田久美 科学技術動向センター長 NISTEP 
16:20-16:30  ディスカッション  
セッション4：環境技術  
座長：Qiquan YANG CASTED副所長  
*地球温暖化の防止、気候変動への適応に向けた各国における取り組みについて紹介し、議論を行った。  
16:30-16:50  “Evaluation on China’s Agricultural Innovation System – A Review on 
Progress, Status Quo and Major Experience”  
Dongmei LIU, Deputy Director 
Institute of Rural and Regional Development, CASTED 
16:50-17:10  “Estimating the Macroeconomic Cost of CO2 Emission Abatement in China”  
Fan Ying, Professor, CAS/IPM 
17:10-17:30  「環境問題に対応する日本の科学技術の動向」  
浦島邦子 上席研究官 NISTEP 
17:30-17:50  “Strategy of Green Technology in Korea”  
Il Hwan Lee, Associate Research Fellow, R&D Strategy & Investment 
Analysis Division, KISTEP 
17:50-18:00  ディスカッション  
2009年10月9日（金）  
セッション5：研究開発人材  
座長： June Seung Lee KISTEP所長  
*各国における研究開発人材の流動性ならびに博士学位取得後のキャリア形成について、国内
外への移動に留意しつつ傾向を紹介し、議論を行った。  
09:40-10:00  “The characteristics of Korean labor market of Ph.D in science and 
engineering”  
Jun-Jae Lee, Associate Research Fellow 
HRST policy division, KISTEP 
10:00-10:20  "General Issues in Supplying High-skilled HRST"  
Kibeom Park, Associate Research Fellow, STEPI 
10:20-10:40  “A Study on Researchers' Mobility of Chinese Public Sectors”  
Li Xiaoxuan, Professor, CAS/IPM 
(3)第 4回日中韓科学技術政策セミナー 
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10:40-11:00  「我が国における研究者の流動状況」  
中務貴之 上席研究官 NISTEP 
11:00-11:20  「我が国の博士課程修了者の進路動向」  
三須敏幸 上席研究官 NISTEP 
11:20-11:30  ディスカッション  
11:30–12:00  クロージングセッション  司会: 桑原輝隆 総務研究官 NISTEP  
12:00–13:00  昼食  










年には韓国The Science and Technology Policy Institute (STEPI)の为催、2008年には中国The 
Chinese Academy of Science and Technology for Development (CASTED)とThe Chinese Academy 




第1セッション（“Highlights of Research Activities in Each Institution”）、では、各機
関より科学技術政策・研究活動のハイライトの紹介があり、各国の最新動向について知見を共有
した。 
第2セッションは、“National Innovation System and Economic Growth” と題し、各国のイ
ノベーション活動の具体的事例を紹介するとともに、その経済効果について注目して議論を行っ
た。第3セッションは “Science and Technology Foresight” と題し、技術予測をキーワードと
した。各国における重点科学技術分野について様々な例が紹介された。第4セッション（“Science 
and Technology for Green Society”）は、各国における、地球温暖化の防止、気候変動への適
応に向けた取り組みについて、科学技術政策の文脈からの貢献、活動例について着目し議論を展
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材の動態については、今後とも情報交換を継続したいとの見解が示された。 
二日目のクロジーングセッションでは、Korea Institute of Science and Technology Evaluation 





“Mobilizing East Asian Science and Technology to Address Critical Global Challenges” 
開催日：2010年 2月 21日(日) 





Mr. Tomoaki Wada, Director General, NISTEP 
“New Era for Science-Driven Innovation Policy in Japan”  
Speech 2 
 
Ms. Yuko Nagano, Director, 3rd Policy-Oriented Research Group, NISTEP 




Professor Rongping Mu, Director General, CAS/IPM 




Dr. Suk Joon Kim, President, STEPI 




Professor June Seung Lee, President, KISTEP 
“Korea’s Strategic Roadmap of Technology and Industry under Green Growth  
Paradigm”  
Panel Discussion (all speakers) 
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Academy of Sciences, Institute of Policy and Management；CAS/IPM）の所長、韓国の科学技
術政策研究院（Science and Technology Policy Institute；STEPI）の院長、韓国科学技術計画































続いて韓国のSTEPI 院長であるキム・スク・ジュン博士より「Korean S&T Policy for Green 
(4)米国科学振興協会(AAAS) 年次大会における日中韓シンポジウム 
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(1)シンポジウム「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2008からのメッセージ～」 
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4.ナイスステップな研究者 
 (1)シンポジウム「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2008からのメッセージ～」 
開催期間：2009年 5月 26日（火） 
会  場：文部科学省第 2講堂 
http://www.nistep.go.jp/conference/nt090526/nt090526.html 
 
 科学技術政策研究所は、2008年 12月に、科学技術の振興・普及に顕著な貢献をされた 10組 12
名の方々を「ナイスステップな研究者」として選定した。本シンポジウムは、「ナイス ステップ
な研究者」の方々の国内外における先端的な研究活動ならびに特色のある取り組みを、広く一般




























(1)シンポジウム「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2008からのメッセージ～」 




































LDMOSに応用した HiSIM－HVを公表した。この HiSIM－HVが、2007年 12月に世界標準化 
モデルに選定された。 












若山 照彦 (独)理化学研究所 発生・再生科学総合研究センター 








(1)シンポジウム「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2008からのメッセージ～」 




長谷川和男 加速器ディビジョン加速器第 1セクションリーダー 





































米田 仁紀 電気通信大学 レーザー新世代研究センター 教授 
先進的な工学系大学院教育プログラムの開発と実施における貢献 








(1)シンポジウム「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2008からのメッセージ～」 
(2)ナイスステップな研究者 2009の選定 
- 24 - 
【成果普及・理解増進部門】 















 (2)ナイスステップな研究者 2009の選定 
2009年度は、科学技術政策研究所の調査研究活動及び、当所の専門家ネットワーク（約 2,000
人）の意見を参考に、ここ数年間の顕著な業績を残した方の中から、特に科学技術政策上注目
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原田 広史 物質・材料研究機構 超耐熱材料センター長 










柴田 一成 京都大学大学院理学研究科附属天文台 台長 





















HTV プロジェクトチーム 宇宙航空研究開発機構(JAXA)有人宇宙環境利用ミッション本部  
虎野 吉彦 プロジェクトマネージャー（「吉彦」の「ヨシ」は、「土」に「口」） 
小鑓 幸雄 サブマネージャー 























大橋 弘（客員総括为任研究官）、第 1研究グループ客員研究官 













































り上げて分析することを予定している。この分析は、第 3 期科学技術基本計画における推進 4
分野の中で「ものづくり技術」の分野における 1 つの評価手法を提示することになると考える
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5.論文公表等の研究活動 
[１]Ohashi, H(2008),“Effects of User Innovations on Industry Growth: Evidence from Steel 
Refining Technology,” (Joint with T. Nakamura), NISTEP DP NO. 47. 
[２] Ohashi, H(2008), “How to Measure the Outcome of Innovations: Application to Product 
Innovations,” CIRJE-F Series 555. 
[３] Ohashi, H(2009), “Assessing the Consequence of a Horizontal Merger and its Remedies 
in a Dynamic Environment,” CIRJE-F Series 609, University of Tokyo (joint with S. 
Myojo) 
[４] Ohashi, H(2009), “Intra-plant Diffusion of New Technology: Role of Productivity 
in the Study of Steel Refining Furances,” (joint with T. Nakamura) , NISTEP DP NO. 
54 
[５] Ohashi, H(2009), “Did US Safeguards Resuscitate Harley-Davidson in the 1980s?” 
CIRJE-F-612(joint with T. Kitano) 
[６] Ohashi, H(2009), “Effects of Transparency in Procurement Practices on Government 
Expenditure: A Case Study of Municipal Public Works,” Review of Industrial 
Organization, Volume 34, Number 3, 267-285. 
[７]大橋弘、明城聡（2009）「住宅用太陽光発電の普及に向けた公的補助金の定量分析」, NISTEP 
DiscussionPaper NO. 56. 
[８]大橋弘、明城聡（2009）「太陽光発電の普及に向けた新たな電力買取制度の分析」, NISTEP 
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[研究課題 2] 
プロダクト・イノベーションの普及に関する研究 
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価格買取制度）に代表される公的な補助金がもたらした需要創出効果に加え、太陽光発電の普
及にともなう環境への正の効果について、計量経済学的な手法から測定することを目的とする。 
第 3の事例として取りあげる薄型デジタル TV であるが、ここでいうデジタルという用語には
2 つの意味がある。1 つは、TV 受像機の映像処理方式がデジタルであるという意味で、ハード
ウェアのデジタル化である。もう 1つはデジタル放送を受信できる TV受像機という意味でのソ
フトウェア対応についてのデジタル化である。本研究課題では、上記 2 つのデジタル化を満た
す製品をデジタル TV と定義する。現在この定義を満たすデジタル TV は、为に液晶ディスプレ
イとプラズマディスプレイを用いた薄型デジタル TVと呼ばれるカテゴリである。薄型デジタル


















は 1997 年から 2005 年までの間に 2 倍以上促されたことが分かった。この普及の後押し効果






陽光発電の累積導入量は 2020年までに 2,800万 kW（2005年比の 20倍）, 2030年までに 5,300










[１]Myojo S (2008), “On Asymptotic Properties of the Parameters of Differentiated Product 
Demand and Supply Systems When Demographically-Categorized Purchasing Pattern Data are 
Available”, European Association of Research in Industrial Economics, 2009 Annual 
meeting(joint with Y. Kanazawa). 
[２] Myojo S (2009), “Assessing the Consequence of a Horizontal Merger and its Remedies 
in a Dynamic Environment,” CIRJE-F Series 609, University of Tokyo (joint with Ohashi, 
H) 
[３]大橋弘、明城聡（2009）「住宅用太陽光発電の普及に向けた公的補助金の定量分析」, NISTEP 
DiscussionPaper NO. 56. 
[４]大橋弘、明城聡（2009）「太陽光発電の普及に向けた新たな電力買取制度の分析」, NISTEP 
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[研究課題 3] 
日本のイノベーション―第 2回全国イノベーション調査の実施 
大橋 弘（客員総括为任研究官）、第 1研究グループ客員研究官 













は重要な政策課題の一つとして位置づけられており、「第 3 期科学技術基本計画（平成 18 年 3
月閣議決定）」をはじめ「イノベーション 25（平成 19 年 6 月閣議決定）」、「イノベーション創


















平成 21年 7月から 9月にかけて、第 2回全国イノベーション調査を実施した。調査対象企業
15,137 社のうち 4,579 社から質問票を回収した（回収率 30.3％ 。同調査から、プロダクト・
 (1)第１研究グループ 














[１] Ohashi, H (2010), “Innovation Activities in Japan: A Progress Report from J-NIS2009”, 

























- 34 - 
[研究課題 4] 
医療分野におけるイノベーションに関する計量分析 





して医療費や国民の健康水準が挙げられるが、日本の医療費は 2005 年時点で GDP 比 8.0%と、
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が、平成 20 年度から調査対象とする企業の資本金階級を１億円以上に拡張した。平成 20 年度
調査は 3,473社を調査対象として、平成 21年 1 月から 3月にかけて郵送法により実施した。調
査対象企業のうち 45 社は調査実施時に消滅していたため修正送付数は 3,428 社である。そのう
ち 1,154社より調査票が回収された（回収率 33.7%） 

















  特になし 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1] NISTEP REPORT No.135「平成 20年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」(2009年 10月) 
(2)第２研究グループ 
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[研究課題 2] 
産学連携データベースによる大学の機能分析 

























  上記の分析結果を、調査資料 183として公刊した。 
 
4.特記事項 
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[研究課題 3] 
医薬品産業における企業境界の変化がイノベーションに及ぼす影響に関する分析 


































と技術機会に関する分析」『医療と社会』Vol.19, No.2, 2009 
[2] 井田聡子、隅藏康一、永田晃也「日本の医薬品市場における企業間の距離の計測」日本知財
(2)第２研究グループ 
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学会 第 7回年次学術研究発表会、2009年 6月 
[3] S. Ida, K. Sumikura, A. Nagata, ‘Impact of Changes in Firms’ Boundaries and 
Determinants of Innovation: Cases of Japanese Pharmaceutical Firms’, The 2nd ISPIM 
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[研究課題 4] 
イノベーションを促進する組織的知識の形成と維持に関する研究 




































研究技術計画学会 第 24回年次学術大会講演要旨集、東京、2009年 10月 
(2)第２研究グループ 
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[研究課題 5] 
オーラルヒストリーによるわが国の科学技術研究史の把握 






























  特になし 
 
5.論文発表等の研究活動 




- 42 - 
[研究課題 6] 
研究システムに関する基盤的・実証的調査研究 
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4.特記事項  特になし 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1]Moritaka Hosotsubo, “Report on Mechanisms for Promoting Mathematics-in-Industry”, 
OECD/GSF, April 2009 
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[研究課題 7] 
製品開発プロセスにおける技術とデザインの統合的マネジメントに関する研究 




























  特になし 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1]K. Hasegawa, N. Nagata., “Towards a Design Element Perspective in Innovation Research”, 
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配布資料」調査資料№177. 
[4] K.Hasegawa, and A. Nagata., “R & D management and design management of Japanese firms 
-From the result of questionnaire survey-“, IAMOT the 19th International conference 
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[研究課題 8] 
特許制度・企業組織の変化がイノベーション活動に及ぼす影響に関する研究 



























  特になし 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1] Isamu Yamauchi and Sadao Nagaoka, “Reforms of Patent Examination Request System in 
Japan: Some Lessons”, Far East and South Asia Meeting of the Econometric Society, Tokyo, 






























篠崎 香織・永田 晃也・寺野 稔、 
・「石油化学メーカーにおける知識移転—研究開発から実用化に至るプロセスの分析」、『次世代
ポリオレフィン総合研究』Vol.3, 2009 
篠崎 香織・永田 晃也 
・「なぜ石油化学製品の実用化は妨げられるのか—質問票調査データによる分析」、『経営行動研
究年報』Vol.18 
永田 晃也・西村 文亨 
・「知識移転コストの非対称性—知識移転システム利用の決定要因に関する分析」、『研究 技術 
計画』Vol.24, No.2 
松岡 誠一・永田 晃也 
・「『交差移転』による技能伝承—異なる職能を媒介とした暗黙知の移転に関する事例分析」、『研
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大学・(株)新日本製鐵、2010年 






スティーブ・フラ—著、永田 晃也、遠藤 温、篠崎 香織、綾部 広則訳 
・『ナレッジ・マネジメントの思想—知識生産と社会的認識論』新曜社、2009年 
 





















































































[1] 茶山秀一、中務貴之、齋藤経史 「科学技術人材をめぐる現状と課題について」 講演 （於 
海洋研究開発機構）2009年 7月 30日 
[2] 斎藤経史 「研究組織における人材の多様性・流動性と優秀な人材獲得に向けた取組状況」、
研究・技術計画学会 第 24回年次学術大会 （於 成城大学）、2009年 10月 25日 
[3] 中務貴之 「科学技術人材の流動状況とその効果の関係」、研究・技術計画学会 第 24 回年
次学術大会 （於 成城大学）、2009年 10月 25 日 
[4] Takayuki Nakatsukasa, “Mobility of Human Resources in Science & Technology in Japan”, 
第 4回日中韓セミナー（於 日本：京都）、2009年 10月 8日-10月 9日 
[5] Keiji Saito, “Mobility of Science and Technology Researchers in Japan”, PRIME 
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[研究課題 2] 
研究教育拠点の発展要因に関する調査・分析 
中務 貴之、三須 敏幸、茶山 秀一 
 
1.調査研究の目的 










































































- 53 - 
[研究課題 3] 
研究への投入と成果の関係分析 
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[研究課題 4] 
途上国における学術論文の生産に関する分析 
































調査資料-178（2010 年 3月公刊） 
[2] 加藤真紀「途上国における学術論文生産に関する分析：国際共著関係を中心として」第 20
回国際開発学会 全国大会（於 立命館アジア太平洋大学）、2009 年 11 月 21 日-11 月 22 日 
同報告論文集 pp326-329 
(3)第１調査研究グループプ 
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[研究課題 5] 
日本の理工系分野の大学院博士課程進学に関する実証分析 






















[2] 加藤真紀 「理工系学生の修士課程進学時における移動分析」、研究・技術計画学会 第 24
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[研究課題 6] 
博士人材の育成と社会における活躍促進 














































調査資料として 2010 年 4月に公刊予定。 
②ポストドクター等の雇用状況に関する調査 
2009年 9月上旪に大学等の研究機関に対して調査票を発送（11月 6日に締切） 
2009年 11月～2010年 2月、回答の督促及び記入エラーの修正の問いあわせ 














[2] Toshiyuki Misu and Akira Horoiwa, "Japan's postdocs open to alternative work”, Nature 
Vol. 458, pp.1062 (2009). 
[3] Toshiyuki Misu, “Career trends of recent doctoral graduates in Japan  - 
International mobility –“、 第 4回日中韓セミナー （於 京都）、2009年 10月 8日-10
月 9日. 
[4] 三須敏幸、袰岩晶、「近年の博士課程修了者の進路概況─「我が国の博士課程修了者の進路
動向調査」より─」、研究・技術計画学会第 24回年次学術大会  （於 成城大学）、2009年 10
月 25日. 
[5] 袰岩晶、三須敏幸、「博士課程留学生の研究分野と進路の特徴─「我が国の博士課程修了者
の進路動向調査」より─」、研究・技術計画学会第 24回年次学術大会  （於 成城大学）、2009
年 10月 25日. 
[6] Toshiyuki Misu, ”Career Trends of Recent Doctoral Graduate in Japan: Career-path 
(3)第１調査研究グループ 
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Diversity and International mobility”, PRIME Indicators Conference （於 パリ）、2010
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[研究課題 2] 
日・米・英における国民の科学技術に関する意識の比較調査 
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[研究課題 3] 
科学技術に関する国民意識の動向（月次）調査 








題に対する認識、課題解決のために科学技術に対する期待等を、10 代から 60 代までの各層男




2009年 11月から 2010年 3月まで、毎月月末に調査を行った。 
引き続き、2010年度も調査を継続するための準備を進めており、2009年度実施の 5か月分の
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[研究課題 4] 
科学の発明・発見の要因に関する調査 
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[研究課題 7] 
科学技術振興における NPO 法人の可能性 











科学技術振興の活動を行う NPO 法人の概況を調査し、特徴的な活動を行っている NPO 法人に
ついてインタビュー等の調査を行う。 






























































































・2008年度調査を 2009年 12月に調査資料 №173「大学等発ベンチャーの現状と課題に関する
調査 2007-08」として公表した。2009年度調査は 2010年度夏に報告書を公表予定。 
・研究・技術計画学会（第 24回年次学術大会）にて「大学等発ベンチャーの現状と課題」につ
いて発表を行った（2009年 10月 26日）。 
・調査結果を書籍（共著）で公表した（小倉都「大学等発ベンチャーの現状と課題‐ライフサ
イエンス分野の大学等発ベンチャーの特徴‐」（第 9 章）『日本のバイオイノベーション』元
橋一之編 2009年 11 月（白桃書房）P.185-P.221）。 
・第 16回文部科学省政策会議で調査資料 173の報告を行った（2010年 2月 3日）。 
 
(5)第３調査研究グループ 


































TFPと科学技術の関係分析」を発表した（2009年 10月 24日）。 



















































































Discussion Paper No.63として 2010年 4月に公表予定。 
(5)第３調査研究グループ 








































- 72 - 
[研究課題 5] 
第 3期科学技術基本計画の为要政策に関する为要国等の比較 
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年 12月 EU理事会採択)も策定されている。 
連合王国における現在の科学技術政策とイノベーション政策は、ともに、基本的には、科学・






ドイツでは、研究・イノベーション協定(2005 年 6 月)、全国改革プログラム(2005 年 7 月)、



































































































・総合科学技術会議基本政策専門調査会（2009年 11月 16日開催）配布参考資料 2に、調査研
究結果の一部が掲載された。 
・2009年度科学技術振興調整費事業「科学技術の予測調査」における将来シナリオ検討委員会
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[その他の活動] 
「外部講演」について 











イノベーション政策研究センター 第 4回イノベーション政策研究セミナー（2009.12.1） 








 三橋 浩志（第 3調査研究グループ 上席研究官） 
・「イノベーションの経済分析－計量経済学の視点でイノベーションを捉える－」『産業立地』
49巻第 2号 (財団法人日本立地センター) P.27～P.31  
 小倉 都（第 3調査研究グループ 研究官） 



























































[1]月刊「科学技術動向」誌 2009年 4月号～2010年 3月号 
[2]「Science & Technology Trends-Quarterly Review」No.31～No.34 









[8]奥和田久美、「IEEE 定期刊行物から推し量る電気電子・情報通信分野の R&D 概況」、二月会
例会 (2009.10) 
[9]奥和田久美, “Searching for S&T Foresight for the New Era”, The Fourth Trilateral 
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[研究課題 2] 
ライフサイエンス・医療分野の基盤的な動向に関する調査研究 
          重茂 浩美、関根  進、伊藤 裕子（平成 21年 7月 1日から科学技術・     
学術政策局 調査調整課と併任）、鷲見 芳彦（平成 21年 10月 31日まで） 
香月 祥太郎（客員研究官）、金澤 一郎（客員研究官）、鷲見 芳彦（客員研究官、 
平成 21年 11月 1日から）、原田 良信（客員研究官）、相馬 りか（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 























ョン体制の検討－（東京女子医科大学 先端生命医科学センター客員教授 江上美芽 氏）
（2009年 8月開催） 
・エピゲノムが切り拓く未来 （米国カリフォルニア大学サンディエゴ校 ルドウィッヒがん
研究所准教授 Bing Ren 氏）（2009年 12月開催） 
・食の安心・安全にかかわる科学技術 （大阪大学 民谷栄一 教授）、Science & Technology 
for HALAL Food, Cosmetics and Health: Unmet Needs and Big Opportunities in Global Market 
（Founder-President and CEO, Bioinnovare Co., Ltd. Quamrul Hasan 氏）（2010 年 1 月
(6)科学技術動向研究センター 




医学系研究科 ゲノム医学講座特任教授 間野博行 氏）（2010年 2月開催） 
・講演録 No.250「再生医療イノベーションの実現―国内外での再生医療実現化研究の進展と結
集型イノベーション体制の検討―」（2009年 12月発行） 




・ 2009年 6月号 ｢生体の遺伝子発現制御機構であるエピジェネティクス研究の最近の動 
向｣（伊藤裕子） 
・ 2009年 9月号 ｢微細藻類（マイクロアルジェ）が開く未来―有用性とその未来―｣（鷲 
見 芳彦） 
・ 2009年 10月号 ｢抗体医薬の現状と課題｣（関根進） 
   ○Quarterly Review（科学技術動向の英語版）（2テーマ） 
   ・No.32 (2009.07) Trends and Challenges in iPS Cell Research （鷲見芳彦）  
   ・No.33 (2009.10) Trends in Recent Research of Epigenetics, a Biological Mechanism 
that Regulates Gene Expression（伊藤裕子） 
○ トピックス（13 件） 
・ 2009年 5月号 米国景気対策法に基づく NIHの研究支援開始（伊藤） 
・ 2009年 6月号 肥満解消に期待される褐色脂肪細胞における新知見（伊藤） 
・ 2009年 7月号 国内患者由来のインフルエンザウイルス A（H1N1）遺伝子配列の解読 
（伊藤） 
・ 2009年 8月号 カロリー制限と加齢性疾患の関係～サルでの実験的証明～（関根） 
・ 2009年 9月号 新種の HIV（ヒト免疫不全ウイルス）が発見された（重茂） 
・ 2009年 10月号 広範囲なエイズウイルスに対して強力な活性を持つ抗体の発見（関根） 
・ 2009年 10月号 テロメアとテロメラーゼによる染色体保護の仕組みの発見（2009年 
ノーベル生理学医学賞解説記事）（重茂） 
・ 2009年 10月号 リボソームの構造と機能の研究（2009年ノーベル化学賞解説記事）（重 
茂） 
・ 2009年 11月号 国際協力により皮膚弛緩症の原因遺伝子を同定（鷲見） 
・ 2009年 12月号 体内で食物から生ずる抗炎症物質（関根） 
・ 2010年 1月号 難治性うつ病治療法の治療メカニズムの解明（原田） 
・ 2010年 2月号 帯状疱疹に伴う痛みのメカニズム解明（重茂） 
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4.特記事項 





の開発｣ 第 68回日本公衆衛生学会総会（2009年 10月、奈良） 
[2] 伊藤裕子「第三期科学技術基本計画の戦略重点科学技術に対する公的資金投入の効果」研
究・技術計画学会 第 24回年次学術大会（2009年 10月、東京） 
第 24回年次学術講演要旨集, 722-727. (2009 年) 
[3] 重茂浩美、重茂克彦 ｢ライフサイエンスにおける動物実験の動向―我が国における自己点




[4] Takahashi-Omoe H, Omoe K, Okabe N. New journal selection for quantitative survey of 
infectious disease research: application for Asian trend analysis. BMC Medical Research 
Methodology, 2009, 9:67. 
[5] Takahashi-Omoe H. & Omoe K. Regulatory and scientific frameworks for zoonosis control 
in Japan — contributing to International Health Regulations (2005). The OIE Scientific 














・論文査読 Current Bioinformatics (Bentham Science Publishers Ltd.)  
・人名録掲載「Who's Who in the World 2010」(Marquis Who's Who 27th Edition, USA) 27th 
Edition (published in November 2009)  
 
(6)科学技術動向研究センター 
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[研究課題 3] 
情報通信分野の基盤的な動向に関する調査研究 
市口 恒雄、加藤 寛治、吉永 孝司 
小笠原 敦(客員研究官)、黒川 利明(客員研究官)、坂村  健(客員研究官)、 
佐藤 敏郎(客員研究官)、竹内 寛爾(客員研究官)、武田 重喜(客員研究官)、 
刀川 眞(客員研究官)、林 晋(客員研究官)、日高 一義(客員研究官)、 
野村  稔(客員研究官)、藤井 章博(客員研究官)、山田  肇(客員研究官) 
 
1.調査研究の目的 



























・2009年 6月号 「電磁気学における混乱と CPT対称性の意義」(市口) 
・2009年 8月号 「ドイツの地域予測シナリオ（ITとメディア）」(市口・横尾) 
(6)科学技術動向研究センター 
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・2009年 9月号 「情報通信デバイスで注目される左手系マテリアル」(武田・吉永) 
・2010年 1月号 「広がる Web APIの活用」 (藤井) 
・2010年 3月号 「日本における電子政府の現状と将来の方向」 (山田) 
○トピックス（15報（ノーベル賞紹介を含む）） 
・2009年 4月号 「高速無線技術 WiMAXの国内サービス開始」（市口） 
・2009年 5月号 「インターフェース規格見直しによる SSDデータ転送の高速化」（吉永） 
・2009年 6月号 「computational knowledge engine の一般公開」（市口） 
・2009年 7月号 「60GHz の近距離・高速データ通信規格の発表が相次ぐ」（吉永） 
・2009年 8月号 「超伝導を用いた交流の標準電圧発生器」（市口） 
・2009年 8月号 「省エネ型電源装置用スイッチングトランジスタ」（吉永） 
・2009年 9月号 「Si導波路に働く光斥力の実証」（市口） 
・2009年 9月号 「ロシアにおけるスーパーコンピュータの開発の動き」（野村） 
・2009年 10月号 「介護支援ロボットによるベッドからの移乗作業を実現」（市口） 
・2009年 10月号 「強磁場による生物の反磁性空中浮揚」（市口） 
・2009年 10月号 「2009年度ノーベル物理学賞(光ファイバー、CCDセンサ)の紹介」（市口） 
・2009年 11月号 「ぶつからずに群走行するロボットカー」（加藤） 
・2009年 12月号 「無線 LAN子機間の通信を可能にする新方式の発表」（吉永） 
・2010年 1月号 「ユーザ端末側で波長多重数を変えられる高速光ネットワーク技術」（加藤） 
・2010年 2月号 「デジタル放送のミリ波無線伝送システムが稼働」（市口） 
○Quarterly Review（6テーマ） 
No.31 (2009 April)  「Trends in the Commercialization and R&D of New Information Network 
Infrastructure」 (Fuji and Yamada) 
No.31 (2009 April)  「Developments in Television Band Frequency Sharing Technology」 
      (Yamada) 
No.31 (2009 April) 「Overcoming the Language Barrier with Speech Translation Technology」   
(Nakamura:) 
No.33 (2009 October)  「Confusion in Electromagnetism and Implications of CPT Symmetry
―System of Units Associated with Symmetry―」(Ichiguchi) 
No.34 (2009 December)  「Regional Foresight Scenarios in Germany―IT and the Media in 
Baden-Wurttemberg in 2020」(Ichiguchi and Yokoo) 
No.34 (2009 December)  「 Left-Handed Metamaterial Technologies Significant for 
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[研究課題 4] 
環境・エネルギー分野の基盤的な動向に関する調査研究 
浦島 邦子、藤本 博也（2009年 9月まで）、武井 義久、戸澗 敏孔、 
松原 美之（客員研究官）、竹内 正雄（客員研究官）、小島  彰（客員研究官）、 
前田 征児（客員研究官）、野原 恵子（客員研究官）、有村 俊秀（客員研究官）、 
川喜 多仁（客員研究官）、藤本 博也（客員研究官 2009年 10月から） 
 
1.調査研究の目的 



















・ 2009年 6月 9日 「水資源マネージメントにおける水再生の重要性」 カリフォルニア大学
デーヴィス校 浅野孝名誉教授 
・ 2009年 12月 22日 「ITER計画の現状と展望」ITER機構 池田要機構長 







・ 2009年 5月 鉄鋼業の温暖化対策とセクトラル・アプローチ（小島客員） 
(6)科学技術動向研究センター 
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・ 2009年 12月 色素増感太陽電池の研究開発動向（川喜多客員） 
・ 2010年 2月 土壌汚染対策の現状と将来展望（武井） 
○トピックス（12報） 
・ 2009年 4月 世界の原子力事故に対応した環境線量情報予測システムの開発 
・ 2009年 5月 製鋼スラグを用いた藻場造成による CO2吸収効果確認試験 
・ 2009年 6月 非食用農作物残渣からのバイオ水素生産実証試験 
・ 2009年 7月 我が国における太陽光発電大量導入時の電力系統影響評価 
・ 2009年 8月 電気自動車の着脱式バッテリー全自動交換システム 
・ 2009年 9月 黄砂の輸送現象解析システムを開発 
・ 2009年 10月 植物油を使用した環境調和型変圧器の開発 
・ 2009年 11月 高耐熱バイオプラスチック生産実証プラントが稼動 
・ 2009年 12月 太陽光発電によるトラック冷房システムの開発 
・ 2010年 1月 家庭用ヒートポンプ給湯機の普及が進む 
・ 2010年 2月 我が国初の電気コミュニティバスの路線運行 





・ 2009年 4月 雷リスク調査研究委員会シンポジウム、電力中央研究所为催 
・ 2009年 9月 電気学会プラズマ研究会、電気学会为催 
・ 2009年 9月 九州大学 G-COE・ＪＣＯＡＬ合同セミナー、石炭エネルギーセンター为催 
・ 2009年 9月 環境とエネルギーに関する最近の話題、「水の先進理工学」公開シンポジウム、 
日本学術振興会为催 
・ 2009年 12月 今後の宮崎のエネルギー資源の枯渇化と環境問題、日本生産性本部为催 
・ 2009年 11月 エネルギー分野の人材問題に関する調査結果、エネルギー総合工学研究所为催 
武 井 
・ 2009年 4月 シンポジウム『進化し続ける光源』、Light Bridge Association JAPAN NPO为催 
○招待講演（海外） 
浦 島 
・ 2009年 5月 気候変動に関する国際会議(カナダ) 
・ 2009年 5月 ベトナム科学技術・戦略研究所（NISTPASS）職員およびベトナム科学技術関連 
省庁職員に対する技術予測研修プログラムの実施 
・ 2009年 11月 Foresighting for Low Carbon Society、APEC为催 (タイ) 
・ 2009年 11月 Japanese S&T Strategy for Global Warming and Climate Change、科学技術
省(タイ) 
・ 2009年 12月 第６回アジア太平洋プラズマ技術の基礎と応用国際シンポジウム (台湾) 
 
(6)科学技術動向研究センター 
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○他機関との連携 
浦 島 
・ 2009年 10月 日中韓セミナー(京都) 
・ 2009年 11月 APEC低炭素社会戦略に関するワークショップ(タイ) 
・ 2010年 1月 APEC低炭素社会戦略に関するワークショップ(タイ) 
・ 2010年 3月 OECD「Second meeting of international foresight professionals network 







武 井、浦 島、藤 本、前 田 

























- 88 - 
[研究課題5] 
ナノテクノロジー・材料分野の基盤的な動向に関する調査研究 
岡田 義明（2009年 6月まで）、金間 大介、家近 泰（2009年 7月から）、 
阿部 英司（客員研究官）、河本 洋（客員研究官）、皿山 正二（客員研究官）、
下村 政嗣（客員研究官）、多田 国之（客員研究官）、千田 晋（客員研究官）、
林 和弘（客員研究官）、弘岡 正明（客員研究官）、森 孝雄（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 
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・ 2009年 7月号：論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き（林和弘・客員研究官） 
・ 2009年 10月号：新規な機能性を発現させる共有結合性のネットワーク状物質の研究動
向（森孝雄・客員研究官） 
・ 2010 年 1 月号：自動車用高出力・大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向（河
本 洋・客員研究官） 
○トピックス（11報） 
・ 2009 年 4 月号：「超高速充放電のためのリチウムイオン電池正極材料」（河本洋・客員
研究官） 
・ 2009年 6月号：「電気・磁気変換の新しい原理であるスピン起電力を実証」（金間大介） 
・ 2009年 7月号：「カーボンナノチューブを使った不揮発性メモリ構造」（岡田義明） 
・ 2009年 9月号：「グラフェンのバンドギャップの自在制御と大面積化技術」（家近泰） 
・ 2009 年 9 月号：「相次いで緑色半導体レーザの室温発振に成功」（皿山正二・客員研究
官） 
・ 2009年 10月号：「世界最高のトンネル磁気抵抗率を実現」（家近泰） 
・ 2009年 11月号：「高強度鋼を用いた大地震でも無損傷な建築物のプロジェクト」（白石
栄一・推進分野ユニット、金間大介） 
・ 2009年 12月号：「効率的な 3次元フォトニック結晶作製技術の開発」（家近泰） 
・ 2010年 1月号：「テーブルトップサイズのフェムト秒・微小領域の観察装置」（家近泰） 
・ 2010年 2月号：「表面の原子像が観察できる電子顕微鏡」（家近泰） 
・ 2010年 3月号：「リチウム電池用シリコン負極の充放電寿命が大幅に向上」（家近泰） 
○Quarterly Review（4テーマ） 
・ 2009年 4月号：“Necessity of True Bulk GaN Single Crystal and Trends in Research 
and Development”（皿山正二・客員研究員） 
・ 2009 年 7 月号：“Trends in Research and Development of Nanoporous Ceramic 
Separation Membranes - Saving Energy by Applying the Technology to the Chemical 
Synthesis Process -”（岩本雄二・客員研究官（2008年度）、河本洋・客員研究官） 
・ 2009年 10月号：”Developing Human Resources to Support Japan’s International 
Competitiveness in Industry – Human Resource Development Model for the Steel 
Industry, One of Japan’s Key Industries –“（千田晋・客員研究官） 
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[2] 河本洋、「自動車用高出力・大容量リチウム(Li)イオン電池材料の研究開発動向」、㈱技術
情報協会为催セミナー、依頼講演、2010年 3月 
[3] 河本洋、”Materials Strategy in Japan - Research and Development on Nanotechnology 
and Materials Science -”、NISTEP为催ベトナム研修プログラムでの講演、2009年 6月 
[4] 千田晋、「産学連携による博士人材育成－熊本大学における取組み」、産学連携学会 関西・
中国四国支部 第一回研究・事例発表会、2009年 12月 
[5] 金間大介、「大学関連特許の経過情報分析と潜在的コストシミュレーション」、日本知財学
会第 7回年次学術大会、2009年 6月 
[6] 金間大介、”Is Japan’s nanotechnology really competitive? Multimodel evaluations 
of competitiveness in nanotechnology”、 10th International CINet Conference、2009
年 9月 
[7] 金間大介、「技術移転プロセスの変遷とオープンマネジメントモデルの研究」、研究・技術





[10] 金間大介、奥和田久美、“Universities Patent Portfolio in Japan: Impact of Japan’s 
national university incorporation on university-industry technology transfer 
process”、 『地域イノベーション政策と中小企業』シンポジウム（日仏会館为催）、依頼
講演、2010年 2月 
[11] 林和弘、「国産電子ジャーナルの現在と様々な岐路に立つ関係活動」、第 5 期 科学技術・
学術審議会第 23回学術情報基盤作業部会、2009年 4月 
[12] 林和弘、「日本のオープンアクセス出版活動の動向解析」、情報管理、 Vol. 52, No. 4, 
(2009), 198-206 
[13] 林和弘、「募集！科学と英語とＰＣがソコソコできる人―電子ジャーナル発行の現場より」、
第 8回東北大学脳科学グローバル COEキャリアパスセミナー、2009年 7月 
[14] 林和弘、「電子ジャーナルの動向と学会誌の位置づけ－KJM の今後の方向性、ネットワー
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[研究課題 6] 
推進分野の基盤的な動向に関する調査研究 
白石 栄一、古川 貴雄、清水 貴史、 
井上 素行（客員研究官）、大畑 哲夫（客員研究官）、
松村 正三（客員研究官）、河野 健（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 


















まで～」(2010年 2月 24日開催)  
講師：スペースフロンティアファンデーション 宇宙ビジネスコンサルタント
                    大貫美鈴氏 
(3) 調査結果は、月刊「科学技術動向」誌のレポート、及びトピックスとして取りまとめた。 
○レポート（8テーマ） 
・ 2009年 4月号 航空科学技術に係る日米欧の研究開発動向（清水） 
・ 2009年 5月号 山地から河川、海域にわたる流砂系問題に対する実証的研究の推進（井
上） 
・ 2009年 8月号 北極域環境の研究体制における日本の課題（大畑） 
・ 2009年 11月号 研究と実践のはざま－東海地震予知をめぐって－（松村） 
・  〃  数値シミュレーションにおけるソフトウェア研究開発の動向－並列分
散型のハードウェアとソフトウェア自動チューニング（古川、野村） 
・ 2009年 12月号 宇宙開発に於けるイノベーション創出に向けて（清水） 
(6)科学技術動向研究センター 
- 92 - 
・ 2010年 2月号 海洋酸性化研究の動向（河野） 
・ 2010年 3月号 再生可能エネルギーとしての新たな時代の水力（白石、井上） 
○トピックス（12報） 
・ 2009年 4月号 レーザーを用いたコンクリート内部欠陥探傷装置（白石） 
・ 2009年 5月号 下水処理水の修景利用における藻類増殖抑制技術（白石） 
・ 2009年 6月号 彗星核に含まれる結晶質珪酸塩に関する観測および理論的研究（清水） 
・ 2009年 8月号 2次元分光と波長分散光ファイバを応用した高速イメージング（古川） 
・ 2009年 9月号 紫外・赤外フラッシュ撮影によるカラー画像生成（古川） 
・ 2009年 11月号 ビームステアリング技術を用いた合成開口海中ソナー（白石） 
・  〃  高強度鋼を用いた大地震でも無損傷な建築物のプロジェクト
  （白石：ナノテク・材料分野） 
・ 2009年 12月号 遠くからでも識別可能な小型ビジュアルタグ（古川） 
・  〃  複雑な手の動作を反映するマルチタッチマウス（古川） 
・ 2010年 1月号 フォトリアルなレンダリング用 Web サービス・プラットフォーム
   (古川) 
・ 2010年 2月号 ライトフィールドカメラと液晶ディスプレイの融合映像デバイス
  （古川） 
・ 2010年 3月号 流路を形成する必要のないバクテリア駆動マイクロマシン（古川） 
○Quartely Revies（6テーマ） 
・ 2009年 4月号  “Trends and Problems in Earthquake Prediction Research ”（松
村） 
・ 2009年 7月号 “Trends of Technology for Observing and Forecasting Locaslized 
  Rains”（白石） 
・  〃  “Current Status and Future Issues of Volcanic Eruption 
  Prediction Research”（藤田英輔：2008年度客員研究官） 
・  〃  “The Role of Operations Research towards Advanced Logistics”
  （高井英造：2008年度客員研究官） 
・ 2009年 10月号 “Promotion of Field-verified Studies on Sediment Transport 
 Systems Covering Mountains, Rivers, and Coasts”（井上） 
・  〃 R&D Activities for Aeronautics S&T in Japan, the United States 
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[研究課題 7] 
総括的な視点に基づく科学技術政策の調査研究 
平野 章生、柿崎 文彦（2009年 7月から）、白川 展之、横尾 淑子 




























・「高流動性地域における高度専門職の人的資源管理と雇用制度」（2009年 9月 18日開催） 
  講師：同志社大学社会学部准教授 藤本昌代氏 
・「“知財クリニック”という大学の知的財産に関する新たな取組み」（2010 年 3月 16日開催） 
  講師：青山学院大学法学部長・大学院法学研究科長 菊池純一氏 
・「フィリピンの COMSTE S&T Strategy について」「APEC技術予測センタープロジェクト「低炭
素社会の未来」について」（2010年 3月 24日開催）、 
講師：マニラ大学教授、議会科学技術・工学委員会(COMSTE)事務局長 Gregory Tangonan 氏、
(6)科学技術動向研究センター 
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Noviscapeコンサルティンググループ マネージングディレクターPun-Arj Chairatana氏 
・「多国籍企業はどのように ITビジネスを拡大させていくのか」、（2010年 3月 25日開催） 





・ 2009年 12月号：英国で大学の研究評価の新たな枠組み提案（横尾：その他の分野） 
（レポート 1テーマ） 
・ 2009年 7月号：AAAS科学技術政策年次フォーラム（2009）報告(平野) 
（特別記事 2報） 
・ 2009年 7月号：1号～100号 掲載レポート一覧 
・ 2009年 10月号：2009年ノーベル賞自然科学 3部門の受賞者決まる 
 
4.特記事項  
    特になし 
 
5.論文公表等の研究・教育活動  
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[研究課題 8] 
テキストマイニング等を用いた科学技術情報の可視化に関する研究 
















































別概況」，調査資料 No.169，2009年 7月 
[2] 白川展之・野村稔・奥和田久美，「IEEE 定期刊行物における電気電子・情報通信分野の領
域別動向 ―日本と世界のトレンドの差異―」，調査資料 No.176，2010 年 2月 
[3] 古川貴雄・白川展之，「著者経歴を用いた研究者の国際流動性評価 ― コンピュータビジョ
ン領域における事例研究 ―」，Discussion Paper No.61，2010 年 3月 
[4] 白川展之・野村稔・奥和田久美，「電気電子・情報通信分野の研究における日本の各大学の
動向」研究・技術計画学会 第 24回 年次学術大会 講演要旨集，pp401-404，2009年 10月 
[5] 野村稔・白川展之・奥和田久美，「IEEEにおいて特徴的な推移と示す国々の分析」，研究・
技術計画学会 第 24 回 年次学術大会 講演要旨集 ，pp595-598，2009年 10月 
[6] 古川貴雄・白川展之・奥和田久美，「パターン認識分野における研究者流動性の定量分析」，


















































































アンケート対象者は、重点推進 4 分野および推進 4 分野の各分野で学協会などから推薦された








2009年 12月と 2010 年 2月に定点調査委員会を開催し、委員会での議論を踏まえて報告書作






- 99 - 
5.論文公表等の研究活動 
[1] 科学技術の状況に係る総合的意識調査(定点調査 2009) 総合報告書（NISTEP REPORT No. 136） 
[2] 科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査(科学技術システム
定点調査 2009) データ集（NISTEP REPORT No.137） 
[3] 科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査(分野別定点調査 2009) データ















































本調査は 2006 年度から毎年 1 回定期的に実施することとしており、2009 年度は第 4 回目の
調査となる。 




20 年度）」、「学校教員統計調査（平成 19 年度）」及び総務省統計局「科学技術研究調査（平成
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[研究課題 3] 
科学技術指標 
神田 由美子、阪 彩香、伊神 正貫、蛯原 弘子、桑原 輝隆 
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[研究課題 4] 
論文データベースの整備および科学計量学的分析 
   阪 彩香、伊神 正貫、桑原 輝隆 



























○ サイエンスマップ 2008 
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用し行う「インタラクティブサイエンスマップ」の作成を Web ベースで行った。本調査分析に







(2)発送名簿の作成を終え、12 月中旪からアンケートを開始した(発送数約 7,400 件)。2009 年







 世界の論文産出形態の分析から、近年欧州を中心に国際共著論文の比率が急増し日本の 2 倍
以上になっていること、その際为要国が各分野でどのようなネットワークを形成しているか
などを明らかにした[調査資料 No.158]。  
 第３期科学技術基本計画中の研究拠点数の数値目標に対する検証を行った結果、2004-2007
年では 25 拠点形成されており、目標の 30 拠点程度に近づいていることを明らかにした




た[NISTEP REPORT No.118]。  
 日英の大学をそれぞれ論文数シェアによりグループ化（上位から、第 1 グループ～第 4 グル
ープ）し、人材・資金の投入（インプット）と論文産出（アウトプット）の関係性を比較分
析し、日本は英国と比べ、第１グループに次ぐ第２グループの層（大学数、論文数シェア）















[1] 阪彩香、伊神正貫、桑原輝隆、NISTEP REPORT「サイエンスマップ 2008」を公表予定。 
 
＜発表・講演＞ 
[2] 阪彩香、「科学の全体像を観る－サイエンスマップの挑戦」、Science Studies Unit(SSU)研究






博報堂 イノベーション・ラボ 勉強会、2009.7.7、東京 
[6] 桑原輝隆、「我が国の科学技術に関するいくつかの論点～第３期科学技術基本計画フォローア
ップ調査より～ 」、日本学術会議、2009.7.23、東京 
[7] 阪彩香、桑原輝隆、「日英の大学の研究活動の定量的比較分析」、研究・技術計画学会 第 24
回年次学術大会、2009.10.24-25、東京 




[10] 阪 彩香、「中国の科学技術力について」、（独）科学技術振興機構 中国総合研究センター 第
27回 CRC研究会、2010.3.18、東京  
[11] Masatsura IGAMI and Sadao Nagaoka, “Survey design and sample characteristics of the 
Japanese survey”, US-Japan Workshop on Scientific Collaboration and Productivity, 
2010.3.26, Tokyo 
[12] Sadao Nagaoka and Masatsura IGAMI, “Initial results from the Japan scientists survey”, 









- 105 - 
6.外部資金の活用 
 
科学研究費補助金     
研究者 交付機関 研究種目 分類 開始年度 備考 
石井加代子 日本学術振興会 基盤研究(C) 継続 18 年度 21年度転出 
永田 晃也 日本学術振興会 基盤研究(C) 継続 20 年度   
伊神 正貫 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 継続 20 年度   
金間 大介 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 継続 20 年度   
長谷川光一 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 継続 20 年度   
大竹 洋平 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 新規 21 年度   
大西宏一郎 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 新規 21 年度 21年度転出 




基盤研究(B) 継続 20 年度 研究分担者 
上野  彰 
東京大学総合文化研究科・福
島真人科長 
基盤研究(B) 継続 19 年度 研究分担者 
        
厚生労働省長寿医療研究委託費     
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7.他機関との連携・協力  
 





























































  ・東京外国語大学非 常勤講師（2009.5～2009.6） 

















































・東京大学 ヒト生殖・クローン専門委員会 委員（2009.4.1～2009.9.30） 
・東京大学 ライフサイエンス委員会 倫理審査専門委員会 委員（2009.10.1～2010.3.31） 
金間 大介 
・総合科学技術会議ナノテクノロジー・材料 PT共通課題・推進基盤タスクフォース委員 
  ・（社）研究・技術計画学会 理事（非常任） 
7.他機関との連携・協力 
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8.研究交流（国際） 
(1)国際研究協力（覚書の締結） 
 1.全米科学財団（NSF） <米国> （1989.1.5） 
 2.マサチューセッツ工科大学（MIT） <米国> （1989.6.8） 
 3.フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所（ISI）<独国> 
 （1990.2.5/2010.12.31） 
 4.科学技術政策研究院（STEPI） <韓国> （1993.3.8/2011.11.30） 
 5.マンチェスター大学工学・イノベーション研究所（MIoIR） ＜英国＞ 
 （1993.10.1/2012.8.31） 
 6.ジョージ・メイソン大学公共政策研究科 ＜米国＞ （1993.12.28/2012.6.19） 
 7. 中国科学技術発展戦略研究院（CASTED） ＜中国＞ （1994.1.18/2012.10.15） 
 8.青尐年・国民教育・研究省技術局及び研究局（旧研究技術総局） <仏国> （1994.5.20） 
9.ジョージア工科大学 ＜米国＞ （1999.7.1/2012.8.31） 
10.スウェーデン・イノベーションシステム庁（VINNOVA） ＜スウェーデン＞ 
 （2000.6.15/2012.8.31） 
11.ノースカロライナ大学チャペルヒル校 ＜米国＞ （2000.9.1） 
12.フィンランド科学庁（TEKES）・フィンランド科学アカデミー <フィンランド> 
 （2001.11.1/2011.7.6） 
13.韓国科学技術評価・企画院（KISTEP） <韓国> （2004.12.9/2010.12.8） 










1.APEC Center for Technology Foresight タイ 
出張者：桑原総務研究官 2009.4.1～4.3 






4.ISPIM(International society for Innovation Management)第 20回 オーストリア 
(3) 国際会議への出席等の海外出張 
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国際研究大会 
出張者：永田第 2 研究グループ総括为任研究官 2009.6.20～6.25 
5.ISPIM第 20回国際研究大会 オーストリア 
出張者：長谷川第 2研究グループ研究員 2009.6.20～6.25 
6.OECD.CSTP.TIP第 33回会合 仏国 




出張者：永田第 2 研究グループ総括为任研究官 2009.7.1～7.8 
9.第 12回科学・情報計量学国際会議 ブラジル 
出張者：伊神科学技術基盤調査研究室为任研究官 2009.7.12～7.19 
10.EARIE(European Association for Research in Industrial 
Economics)2009 Annual Conference 
スロベニア 
出張者：明城第 1 研究グループ研究員 2009.9.2～9.7 
11.第 10 回国際イノベーション・ネットワーク学会参加および論文発表 オーストラリア 
出張者：金間科学技術動向研究センター研究員 2009.9.6～9.9 
12.OIE(The World Organisation for Animal Health)为催 Evolving 
Veterinary Education for a Safer World 
仏国 
出張者：重茂科学技術動向研究センター上席研究官 2009.10.11～10.16 
13.第 11回 ASEANフードカンファレンス 2009 ﾌﾞﾙﾈｲ･ﾀﾞﾙｻﾗｰﾑ国 
出張者：鷲見科学技術動向研究センター特別研究官 2009.10.20～10.25 
14.「途上国の論文生産に関する分析」の聞き取り調査 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 





17.ISPIM第 2回イノベーション・シンポジウム 米国 
出張者：永田第 2 研究グループ総括为任研究官 2009.12.7～12.11 
18.第 6回ｱｼﾞｱ太平洋ﾌﾟﾗｽﾞﾏ技術の基礎と応用国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（APSPT-6） 台北 
出張者：浦島科学技術動向研究センター上席研究官 2009.12.13～12.17 
19.OECD/CSTP/TIP第 34回会合 仏国 
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23.Policy Foresight ＆ Taiwan’s Competency Forum       台北 
出張者：和田所長 2010.1.28～1.31 
24.AAAS 2010年年次会合 米国 
出張者：和田所長 2010.2.18～2.23 
25.AAAS 2010年年次会合 米国 
出張者：長野第 3 調査研究グループ総括上席研究官 2010.2.18～2.23 




28.3rd European Network of Indicators Designers Conference 仏国 
出張者：三須第 1 調査研究グループ上席研究官 2010.3.2～3.11 
29.3rd European Network of Indicators Designers Conference 仏国 
出張者：齋藤第 1 調査研究グループ研究員 2010.3.2～3.8 
30.IAMOT(International Conference on Management of 
Technology)2010 
エジプト 
出張者：西川第 1 研究グループ研究員 2010.3.8～3.11 
31.IAMOT2010 エジプト 




2009.4.22                                        
 June Seung Lee：韓国科学技術評価・企画院（KISTEP）所長 
 Hyun Lim：韓国科学技術評価・企画院（KISTEP）研究員 
Mun Bong Shin：韓国科学技術評価・企画院（KISTEP）戦略企画協力部副研究員 
 
2009.5.18～6.12                                     
 Nguyen Duc Nghia ：化学研究所・ベトナム科学技術アカデミー 
ナノ化学科 ベトナム国家大学 
Nguyen Huu Cuong ：科学技術省（MOST）農業科学技術課
Nguyen Manh Quan ：科学技術省（MOST）イノベーション政策課  
Nguyen Hung Cuong：科学技術省（MOST）金融政策課 
(3) 国際会議への出席等の海外出張 
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Hoang Van Tuyen  ：科学技術省（MOST）科学技術人材・組織政策課 
 
2009.6.2                                        
 Christopher Hill：米国ジョージ・メイソン大学公共政策大学院教授 
（科学技術政策研究所国際客員研究官） 
 
2009.6.3                                        
 西 義雄：米国スタンフォード大学 教授 
  
2009.6.9                                       
浅野 孝：米国カリフォルニア大学デイビス校 名誉教授 
  




2009.7.23                                                                            
KOO, Bon Gae：韓国科学技術院 常勤監査 
 HUR, Jae Yong：在日韓国大使館 教育科学官 
 
2009.8.24                                                                              
 平山 誠：米国ニューヨーク州立大学アルバニー校 教授 
 
2009.9.16                                        
 Brian Rappert：英国エクセター大学 社会・哲学学部 科学技術公共政策学科 
准教授 
 
2009.9.17                                        
 Lorna Casselton：英国 Royal Society 
 James Wilsdon  ：英国 Royal Society 
 
2009.10.1                                        
 鄒 幼涵：台湾行政院国家科学委員会 総合処副処長 
王 金凱：台湾行政院経済建設委員会 経済研究処専門委員 
蔣 淑萍：台湾経済部技術処 行政官 
周 佩萱：台湾経済研究院 情報サービス処副処長 
2009.10.6                                        
 Vaughan Turekian：全米科学振興協会（AAAS）科学外交センター長 
 (4)海外の研究者等の訪問 
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2009.10.16                                       
 Conrad Wolfram：米国 Wolfram Research 国際企画開発部ディレクタ 
 
2009.10.21                                       
 Alexander Leonidovich Aseev  ：ロシア科学アカデミーシベリア支部 総裁 
（ロシア科学アカデミー副総裁） 
 Valentine Ivanovich Sergienko：ロシア科学アカデミー極東支部 総裁 
 
2009.11.10                                       
 Nick Evans：米国 SRIC-BI社（SRI Consulting Business Intelligence） 
Vice President 
 
2009.12.9                                        
Dang Duy Thinh    ：ベトナム国立科学技術政策戦略研究所（NISTPASS） 
 Nguyen Thi Anh Thu：ベトナム国立科学技術政策戦略研究所（NISTPASS） 
Ho Thi Huong      ：ベトナム国立科学技術政策戦略研究所（NISTPASS） 
Vo Dinh Trung     ：ベトナム科学技術省 
 
2010.12.11                                       
 Bing Ren：米国カリフォルニア大学サンディエゴ校ルドウイッヒがん研究所准教授 
 
2010.12.15                                       
 Paavo Löppönen：フィンランドアカデミー 開発評価部長 
 
2009.12.21                                       
 Dan Andree      ：スウェーデン教育研究省 
 Lennart Stenberg：スウェーデン・イノベーションシステム庁(VINNOVA) 
 
2009.12.22                                       
 池田 要：ITER機構 機構長 
 
2010.1.15                                        
 Lennart Stenberg：スウェーデン・イノベーションシステム庁(VINNOVA) - 
 
 
2010.2.25                                        
 Bruce Tether       ：マンチェスター経営大学院教授 
 Patrick Reinmoeller：クランフィールド大学教授 
(4) 海外の研究者等の訪問 
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2010.3.4                                        
 Ashish Arora     ：米国デューク大学教授 
 Martti af Heurlin：フィンランド技術庁（Tekes）前副所長 
 Anthony Arundel  ：国連大学 MERITシニアリサーチャー、タスマニア大学教授 
 原 丈人        ：米国デフタ・パートナーズグループ会長 
 Sungchul Chung  ：韓国科学技術政策研究院元院長 
 
2010.3.10                                        
 西 義雄：米国スタンフォード大学 教授 
 
2010.3.24                                                                              
 Gregory Tangonan  ：フィリピン マニラ大学教授、 
議会科学技術・工学委員会（COMSTE）事務局長 






















- 116 - 
9.研究成果・研究発表 
(1)研究成果報告書 2009 
 NISTEP REPORT 
①No.116 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
総括報告書 
②No.117 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
科学技術を巡る为要国等の政策動向分析 
③No.118 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
日本と为要国のインプット・アウトプット比較分析 
④No.119 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
イノベーションの経済分析報告書 
⑤No.120 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
内外研究者へのインタビュー調査 
⑥No.121 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
特定の研究組織に関する総合的ベンチマーキングのための調査 
⑦No.122 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
日本の大学に関するシステム分析 
⑧No.123 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
科学技術人材に関する調査 報告書 
⑨No.124 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「大学・大学院の教育に関する調査」プロジェクト報告書 要約版 
⑩No.125 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「大学・大学院の教育に関する調査」プロジェクト第 1部 
理工系大学院の教育に関する国際比較調査 報告書 
⑪No.126 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「大学・大学院の教育に関する調査」プロジェクト第 2部 
我が国の博士課程修了者の進路動向調査 報告書 
⑫No.127 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト第 1部 
産学官連携と知的財産の創出・活用 報告書 
⑬No.128 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト第 2部 
地域イノベーション 報告書 
⑭No.129 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト第 3部  
国際標準 報告書 
⑮No.130 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト第 4部 
(1)研究成果報告書 2009 
- 117 - 
基盤となる先端研究施設 報告書 
⑯No.131 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト第 5部 
ベンチャー企業環境 報告書 
⑰No.132 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 概要版 
⑱No.133 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 報告書 
⑲No.134 「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
政府投資が生み出した成果の調査 報告書 
⑳No.135 「平成 20 年度民間企業の研究活動に関する調査報告」 
 
 Policy Study 




①No.164 「AAASシンポジウム 東アジアの科学政策と新時代の課題（2009.2.14シカゴ）」 
②No.165 「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」 
③No.166 「タイにおける産学連携・地域イノベーション－状況と課題－」 
④No.167 「大学等における科学技術・学術活動実態調査報告（大学実態調査 2008）」 
⑤No.168  「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 
「第 4期基本計画で重視すべき新たな科学技術に関する検討」 
⑥No.169 「IEEE定期刊行物における電気電子・情報通信分野の国別概況」 




⑩No.173 「大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査 2007-08」 
⑪No.174 「大学院進学時における高等教育機関間の学生移動 
－大規模研究型大学で学ぶ理工系修士学生の移動機会と課題－」 
⑫No.175 「第 3期科学技術基本計画の为要政策に関する为要国等の比較」 
⑬No.176 「IEEE 定期刊行物における電気電子・情報通信分野の領域別動向」 
 
 DISCUSSION PAPER 
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③No. 51 「「心の豊かさ」を求める時代の科学技術に対する生活者ニーズ把握の検討」 
④No. 52 「日本における地域イノベーションシステムの現状と課題」 
⑤No. 53 「食料産業クラスターによる地域活性化に対する「学」「官」の貢献に関する調 
査研究」 
⑥No. 54 「プラント内における新技術普及：製鋼技術の普及における生産性の役割」 
⑦No. 55 「技術移転プロセスのオープン化と日本における技術移転市場の可能性の研究」 
⑧No. 56 「住宅用太陽光発電の普及に向けた公的補助金の定量分析」 
⑨No. 57 「太陽光発電の普及に向けた新たな電力買取制度の分析」 
⑩No. 59  ライフサイエンス・バイオテクノロジー分野における大学教育組織の展開と産学
共同研究」 




2009.4.10                                       
「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究日本と为要国のインプット・アウ
トプット比較分析（PR2）」 伊神 正貫：科学技術基盤調査研究室 
 
2009.4.10                                       
「第 3期科学技術基本計画フォローアップに係る調査研究大学院の教育に関する調査（PR8)」 
三須 敏幸,加藤 真紀：第 1調査研究グループ 
 
2009.4.16                                       
「第 3 期科学技術基本計画フォローアップに係る調査研究日本の大学に関するシステム分析
（PR6)」 阪 彩香：科学技術基盤調査研究室 
 
2009.4.16                                       
「第 3期科学技術基本計画フォローアップに係る調査研究特定の研究組織に関する総合的ベン
チマーキング調査（PR5）」 永田 晃也：第 2研究グループ 
 
2009.4.23                                      
「第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究イノベーションの経済分析調査
（PR3）」 大橋 弘：第 1研究グループ 
 
2009.4.23                                       
「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究科学技術人材に関する調査（PR7）」 
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2009.5.12                                       
「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究政府投資が生み出した成果の調査
（PR12）」 藤本 博也,岡田 義明：科学技術動向研究センター 
 
2009.6.23                                       
「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究イノベーションシステムに関する
調査（PR9）」 長野 裕子,三橋 浩志,勝野 美江,川畑 弘,小倉 都：第 3 調査研究グル
ープ 
 
2009.6.30                                        
「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究科学技術を巡る为要国等の政策動
向分析（PR1）」 長野 裕子,勝野 美江：第 3調査研究グループ 
 
2009.10.20                                       
「平成 20 年度 民間企業の研究活動に関する調査 結果報告」 永田 晃也：第 2 研究グル
ープ 
 
2010.3.3                                        
「科学技術の状況に係る総合的意識調査(定点調査 2009)」 伊神 正貫：科学技術基盤調査研
究室 
 
2010.3.17                                        





2009.6.2                                                                                




2009.6.3                                        
 「異文化間の連携をどうやって実現させていくか」                               
西 義雄：スタンフォード大学教授 
 
2009.6.9                                         
 「水資源マネージメントにおける水再生の重要性」                       
(3)講演会等の開催 
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浅野 孝：カリフォルニア大学デイビス校名誉教授 
 
2009.6.15                                        
 「AAAS科学技術安全保障センターの取り組みと、安全保障分野における科学技術    
政策の米国の動向について」 
Dr. Norman P.Neureiter：全米科学振興協会（AAAS）科学技術安全保障政策センタ （ーCSTSP）
所長（NISTEP－JST.RISTEX共催） 
 




2009.7.17                                        
 「研究評価システムの効果的な実施方策について－NIHのピアレビューシステムから－」    
Antonio Scarpa：Department of Health and Human Services（HHS）National Institutes 
of Health（NIH）Center for Scientific Review Director 
 





2009.7.30                                        
 「クロアチアという国」 
白川 哲久：(財)高輝度光科学研究センター 理事長 
前外務省在クロアチア日本国大使館特命全権大使 
2009.8.24                                        
 「米国の大学におけるナノテク研究と企業参画の状況―米国内の研究開発機関の連携動向―」 
平山 誠：ニューヨーク州立大学アルバニー校、 
College of Nanoscale Science and Engineering（CNSE）教授 
 
2009.8.25                                        
 「再生医療イノベーションの実現―国内外での再生医療実現化研究の進展と結集型イノベー
ション体制の検討―」 
江上 美芽：東京女子医科大学 先端生命医科学センター客員教授 
 
2009.9.16                                        
 「科学技術の悪用・誤用防止のための責任、倫理、ガバナンスのあり方について 
(3)講演会等の開催 
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－ライフサイエンス領域における为要諸国の取り組みの事例紹介－」 
Brian Rappert：英国エクセター大学 社会・哲学学部 科学技術公共政策学科 准教授 
 













2009.10.6                                        
 「オバマ政権下の米国科学技術外交の新しい役割・展望について」    
Vaughan Turekian：全米科学振興協会（AAAS）科学外交センター長 
 
2009.10.16                                       
 「Wolfram|Alpha: 情報、計算、そして知の新時代」 
Conrad Wolfram：ウルフラム・リサーチ Strategic Director 
 
2009.10.21                                       
 「ロシア極東及びシベリア地域における、国際科学技術協力の現状と課題」 
Alexander Leonidovich Aseev：ロシア科学アカデミーシベリア支部 総裁 
（ロシア科学アカデミー副総裁） 
Valentine Ivanovich Sergienko：ロシア科学アカデミー極東支部 総裁 
 
2009.11.9                                        
 「評判情報に基づく新安心社会に向けて」 
吉開 範章：日本大学 理工学部数学科 教授 
 
2009.11.10                                                                              
 「米国 NIC 2025 Disruptive Technologies（破壊的技術）プロジェクト  
～将来の破壊的技術開発の方向性、および検討手法について」 
Nick Evans：Vice President、SRIC-BI社（SRI Consulting Business Intelligence） 
(3)講演会等の開催 
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2009.12.14                                                                             
 「ICSUと学術コミュニティ」 
黒田 玲子：東京大学大学院総合文化研究科 教授 
（独）科学技術振興機構研究開発戦略センター 特任フェロー 
International Council for Science(ICSU) 副会長 
 
2009.12.15                                                                              
 「フィンランドにおける科学研究の状況と質について」 
Paavo Löppönen：フィンランドアカデミー 開発評価部長 
 
2009.12.16                                       
「日本政治史研究におけるオーラル・ヒストリーの実際」 
御厨 貴：東京大学 先端科学技術研究センター教授（先端学際工学専攻担当） 
 
2009.12.21                                       
 「Priority setting in R&D at European level. Challenges for the future」 
Dan Andr(e)e：スウェーデン王国教育研究省特別顧問 
 
2009.12.22                                       
 「ITER計画について」 
池田 要：ITER機構 機構長 
 
2010.1.20                                        
 「生物多様性保全に関する取り組みの現状と今後の方向性について」 
香坂 玲 ：名古屋市立大学大学院 経済学研究科 准教授（環境政策・経済） 
日比 保史：コンサベーション・インターナショナル・ジャパン代表 
 
2010.1.22                                        
 「食の安心・安全にかかわる科学技術」  
民谷 栄一：大阪大学 教授 
 
2010.1.22                                        
 「イスラム Halal食のための科学技術：世界規模市場の未充足ニーズ」 
Quamrul Hasan：Ph.D., Founder-President and CEO, Bioinnovare Co., Ltd. 
(3)講演会等の開催 
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2010.2.16                                        
 「肺がんの新たな治療戦略―独自の技術による原因遺伝子発見からオーダーメイド医療への展 
開―」 
間野 博行：自治医科大学 分子病態治療研究センターゲノム機能研究部、 
東京大学大学院医学系研究科 ゲノム医学講座 教授 
 




2010.2.24                                        
 「新たな宇宙ビジネス発進！～サブオービタル宇宙機が拓く宇宙旅行から小型衛星打上げまで 
～」 
大貫 美鈴：スペースフロンティアファンデーション 宇宙ビジネスコンサルタント 
 
2010.3.2                                        
 「21世紀 COEプログラムの研究促進効果の実証分析」 
依田 高典：京都大学大学院経済学研究科 教授  
 
2010.3.10                                        
 ミニシンポジウム「IEEEに見る世界のトレンド・日本のトレンド～日本の研究開発はこれま
での路線で大丈夫だろうか？～」 
原島 文雄：首都大学東京 学長 
西  義雄：スタンフォード大学 教授 
小菅 一弘：日本学術振興会为任研究員（東北大学大学院教授） 
 










2010.3.24                                        
 「フィリピンの COMSTE S&T Strategyについて」
(3)講演会等の開催 
(4)成果報告会の開催 
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Gregory Tangonan：マニラ大学教授、議会科学技術・工学委員会（COMSTE）事務局長 
 




2010.3.29                                        
 「統計学・応用数学の産学連携―共同研究の事例・成果紹介―」 




2009.6.23                                        
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レポート 1  症候群サーベイランス ─感染症流行の早期探知に向けて─ 




レポート 1  日本における電子政府の現状と将来の方向 ─電子申請を中心に─ 




レポート 1  土壌汚染対策の現状と将来展望 




レポート 1  広がる Web APIの活用─マッシュアップの幅広い可能性─ 




レポート 1  色素増感太陽電池の研究開発動向 




レポート 1  研究と実践のはざま─東海地震予知をめぐって─ 





レポート 1  抗体医薬の現状と課題 




レポート 1  微細藻類（マイクロアルジェ）が開く未来─有用性とその利用─ 




レポート 1  ドイツの地域予測シナリオ-2020年のバーデン・ヴュルテンベルク州における
ITとメディア- 




レポート 1  論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き 
レポート 2  AAAS科学技術政策年次フォーラム（2009）報告 




レポート 1  生体の遺伝子発現制御機構であるエピジェネティクス研究の最近の動向 




レポート 1  鉄鋼業の温暖化対策とセクトラル・アプローチ 




レポート 1  我が国の国際産業競争力を支える人材の育成 
―基幹産業としての鉄鋼業を例とする人材育成モデル― 




レポート 1  iPS細胞に関する研究動向と課題 









・2009. 5.14 PR10「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」(NR №133,134) 
・2009. 5.19 PR2 「日本と为要国のインプット・アウトプット比較分析」(NR №118) 
・2009. 5.19 PR4 「内外研究者へのインタビュー調査」(NR №120) 
・2009. 5.20 PR6 「日本の大学に関するシステム分析」(NR №122) 
・2009. 6. 4 PR8 「大学・大学院の教育に関する調査」(NR №124,125,126) 
・2009. 6.18 PR3 「イノベーションの経済分析」(NR №119) 
・2009. 6.19 PR12「政府投資が生み出した成果の調査」(NR №134) 
・2009. 6.24 PR7 「科学技術人材に関する調査」(NR №123) 
・2009. 7. 2 PR5 「特定の研究組織に関する総合的ベンチマーキングのための調査」(NR №121) 
・2009. 7.24   「IEEE 定期刊行物における電気電子・情報通信分野の国別概況」 
(調査資料№169) 
・2009. 7.30 PR9 「イノベーションシステムに関する調査」(NR №127,128,129,130,131) 
・2009. 8. 4 PR1 「科学技術を巡る为要国等の政策動向分析」(NR №117) 
・2009. 8.20   「科学技術指標 2009」(調査資料№170) 
・2009.11. 6   「平成 20年度民間企業の研究活動に関する調査報告」(NR №135) 
・2009.12.25   「大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査 2007-08」(調査資料№173) 
・2009.12.25   「ナイスステップな研究者 2009」 
・2010. 1.26   「大学院進学時における高等教育機関間の学生移動－大規模研究型大学で 
学ぶ理工系修士学生の移動機会と課題－」(調査資料№174) 
・2010. 3. 2   「IEEE 定期刊行物における電気電子・情報通信分野の領域別動向－日本と世
界のトレンドの差異－」(調査資料№176) 




（1998 年 9 月より発行していた「政策研ニュース」は、設立 20 周年(2008)を期に冊子体での
発行を終了し、電子媒体へ切り替えています。） 
Mar. 2010 No.257   
・「イノベーションプロセスにおけるデザインマネジメントの役割に関する国際ワークショップ」
開催結果報告 【第 2 研究グループ】 
・アメリカ科学振興協会にて、日中韓シンポジウム開催【企画課 星越明日香】 
・文部科学省科学技術政策研究所シンポジウム 開催のご案内 
Feb. 2010 No.256   
・大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査 2007－08（調査資料‐173）【第 3 調査研究グ
(2)政策研ニュース 
(3)文部科学時報への寄稿 
- 127 - 
ループ 小倉都】 
Jan. 2010 No.255   
・2010年新年のご挨拶 【科学技術政策研究所長 和田智明】 
・科学技術への顕著な貢献 2009（ナイスステップな研究者）【企画課】 
・文部科学省科学技術政策研究所 国際カンファレンス 2010のご案内【第 1研究グループ】 
Dec. 2009 No.254   
・太陽光発電の普及に向けた新たな電力買取制度の分析（Discussion Paper no.57）【第 1研究グ
ループ 大橋弘、明城聡】 
 
Nov. 2009 No.253  
・平成 20 年度「民間企業の研究活動に関する調査報告」【第 2 研究グループ 永田晃也、長谷川
光一、大西宏一郎、篠崎香織】 
Oct. 2009 No.252  
・日中韓科学技術政策セミナー2009、京都にて開催【企画課 星越明日香】 
Sep. 2009 No.251  
・エネルギー分野の人材問題に関する調査【科学技術動向研究センター 環境・エネルギーユニ
ット】 
Aug. 2009 No.250  
・「科学技術指標 2009」について（調査資料-170）【科学技術基盤調査研究室】 
Jul. 2009 No.249  
・IEEE 定期刊行物における電気電子・情報通信分野の国別概況（調査資料-169）【科学技術動向
研究センター 白川展之】 
Jun. 2009 No.248  
・シンポジウム「近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2008 からのメッセージ～」開催
報告【企画課】 
May. 2009 No.247  
・英国・政府科学局为催「国際予測ワークショップ」に出席して【客員研究官 永野博】 





・「科学技術政策研究所シンポジウム 未来への招待状～ナイス ステップな研究者2008からのメッセー ジ
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国支援で顕著な研究成



















































































































  企画課 
 (7)外部メディア掲載一覧 







  企画課 
ナイスステップな研究
























































  企画課 
理工系学生の大学院進
学時－大学替え 2割、教
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11.職員名簿等 
 
顧 問（五十音順，2010年 3月 31日現在）                        
阿部 博之       (独)科学技術振興機構 顧問 
有馬 朗人       (財)日本科学技術振興財団 会長 
小野 元之       (独)日本学術振興会 理事長 
川崎 雅弘       (財)リモート・センシング技術センター 理事長 
八田 達夫       政策研究大学院大学 学長 
吉川 弘之       (独) 産業技術総合研究所 理事長 
 
機関評価委員（五十音順 2010年 3月 31日現在）                      
委員長  阿部 博之  (独)科学技術振興機構 顧問  
委 員  新井 紀子  国立情報学研究所 情報社会相互研究系教授 
委 員  家  泰弘  東京大学 物性研究所 所長 
委 員  隅藏 康一  政策研究大学院大学 政策研究科 准教授 
委 員  高橋真理子  朝日新聞社 経営企画室 为査 
委 員  都河 明子  東京大学 男女共同参画オフィス特任教授 
委 員  中村 道治  (株)日立製作所 取締役 
委 員  吉本 陽子  三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング(株) 
経済・社会政策部 为任研究員 
委 員  覧具 博義  東京農工大学 名誉教授 
委 員  若杉 隆平  京都大学 経済研究所 教授 
 
職員名簿                                        
 所長                     和田 智明  H20.7.11～ 
 総務研究官                  桑原 輝隆  H17.4.1～ 
 総務課         課長         杉山 弘   H19.4.1～ 
             課長補佐       堀江 博憲  H20.10.1～ 
             情報係長       加藤 浩樹  H20.7.1～ 
             庶務係長       安藤 直次  H21.3.1～ 
             为任         五島登美子  H17.7.１～22.3.31 
             経理係長       坂内 信夫  H19.4.15～21.8.1 
経理係長       武田 春彦  H21.8.1～ 
             用度係長    併  堀江 博憲  H20.10.1～ 
             用度係        佐藤 博俊  H16.11.1～21.5.1 
用度係        工藤 智行  H21.4.1～ 
             自動車運転手     三浦 幸一  H19.7.1～22.3.31 
 企画課         課長         渡邊英一郎  H20.7.11～ 
11.職員名簿等 
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             課長補佐       平田 容章  H21.4.1～ 
             国際研究協力官    三森八重子  H18.7.1～21.6.30 
             国際研究協力官    星越明日香  H21.4.1～ 
             企画係        中村 隆之  H21.3.26～ 
             業務係長       宮本 祐吾  H9.1.1～21.3.31 
             業務係        秋田のぞみ  H13.12.1～22.3.31 
業務係        佐藤 博俊  H21.5.1～ 
 科学技術基盤調査研究室 室長      併  桑原 輝隆  H19.8.1～ 
             室長補佐       石橋 英二  H18.4.1～ 
             为任研究官      伊神 正貫  H19.8.1～ 
             研究官        蛯原 弘子  H18.4.1～ 
                        神田由美子  H18.4.1～ 
                        阪  彩香  H18.4.1～ 
 第 1研究グループ    総括为任研究官    大橋 弘   H19.4.1～ 
             研究員        明城 聡   H19.4.1～22.3.31 
             研究員        西川 浩平  H20.4.1～ 
 第 2研究グループ    総括为任研究官    永田 晃也  H20.4.1～22.3.31 
为任研究官      上野 彰   H18.6.1～ 
             为任研究官      富澤 宏之  H8.10.1～ 
                  （経済協力開発機構へ派遣）H19.7.31～ 
             研究員        長谷川光一  H19.4.1～ 
             研究員        大西宏一郎  H18.8.1～21.3.31 
             研究員        山内 勇   H21.4.1～ 
             研究官        細坪 護挙  H18.8.1～ 
 第１調査研究グループ  総括上席研究官    角田 英之  H20.4.24～21.7.14 
             総括上席研究官 茶山 秀一  H21.7.14～ 
上席研究官      三須 敏幸  H17.12.1～ 
             上席研究官      加藤 真紀  H20.4.1～ 
             上席研究官      中務 貴之  H19.12.1～22.3.31 
             上席研究官      栗山 喬行  H20.4.1～ 
             研究員        齋藤 経史  H20.4.1～ 
 第 2調査研究グループ  総括上席研究官 併  角田 英之  H20.4.24～21.7.14 
             総括上席研究官 併  茶山 秀一  H21.7.14～ 
             上席研究官      栗山 喬行  H20.4.1～ 
             上席研究官      額賀 淑郎  H20.6.1～ 
 第 3調査研究グループ  総括上席研究官    長野 裕子  H20.7.1～ 
             上席研究官      三橋 浩志  H18.8.1～22.3.31 
             上席研究官      勝野 美江  H20.4.1～ 
11.職員名簿等 
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             上席研究官      川畑 弘   H20.4.1～21.11.30 
             研究官        小倉 都   H19.5.1～ 
 科学技術動向研究    センター長      奥和田久美  H20.4.1～ 
 センター        为任研究官      柿崎 文彦  H17.7.1～ 
             为任研究官      伊藤 裕子  H14.10.1～ 
                （併：科学技術・学術政策局調査調整課専門 H21.7.1～） 
             研究員        金間 大介  H18.1.1～22.3.31 
             上席研究官      横尾 淑子  H15.1.1～ 
             上席研究官      浦島 邦子  H15.6.16～ 
             上席研究官      重茂 浩美  H18.1.1～ 
             上席研究官      白石 栄一  H20.4.1～22.3.31 
             上席研究官      古川 貴雄  H21.7.1～ 
特別研究員（五十音順）                                 
 家近 泰   (株)堀場製作所 
小澤 章裕  東京都市大学 
清水 貴史  (独)宇宙航空研究開発機構 
鷲見 芳彦  帝人㈱ 
関根 進   協和発酵(株) 
武井 義久  三菱石油(株) 
戸澗 敏孔  東京電力(株) 
平野 章生  同志社大学 
藤本 博也  日産自動車(株) 
吉永 孝司  日本電気(株) 
 
客員研究官（五十音順）                                 
安達 勝   筑波大学研究事業部研究事業課長 
阿部 英司  東京大学大学院工学系研究科マテリアル工学専攻助教授 
有村 俊秀  上智大学経済学部准教授 
伊地知寛博  成城大学社会イノベーション学部政策イノベーション学科教授 
井田 聡子  (財)医療科学研究所研究員 
今村 努   (独)海洋研究開発機構理事 
伊澤 達夫  東京工業大学副学長 
幾原 雄一  東京大学大学院工学系研究科総合研究機構機構長 
石黒 周   ㈱ＭＯＴソリューションズ代表取締役 
市口 恒雄  (株)日立製作所基礎研究所为任研究員 
井上 素行  (株)間組技術顧問 
遠藤 達弥  (財)全日本地域研究交流協会研究交流課長 
小川 壮   北海道大学大学院工学系教育研究センター教授 
11.職員名簿等 
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小田切宏之  一橋大学大学院経済学研究科教授 
大西宏一郎  大阪工業大学知的財産学部専任講師 
小倉 康   国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究部総括研究官 
大畑 哲夫  (独)海洋研究開発機構地球環境センタープログラムディレクター 
小笠原 敦  (独)産業技術総合研究所イノベーション推進室総括为幹 
大橋 弘   東京大学大学院経済学研究科准教授 
加藤 雅俊  一橋大学経済研究所附属経済制度研究センター専任講師 
門松 祐子   
川畑 弘   広島大学若手研究人材養成センター特任教授 
金澤 一郎  国立精神・神経センター名誉総長 
河野 健   (独)海洋研究開発機構グループリーダー 
川喜多 仁  (独)物質・材料研究機構次世代太陽電池センター为幹研究員 
河本 洋   名城大学理工学部機械ｼｽﾃﾑ工学科非常勤講師 
木場 隆夫  岩手県立大学総合政策学部教授 
黒川 利明  (株)CSKホールディングス総合企画部フェロー 
倉崎 高明  九州大学高等研究機構研究戦略企画室教授 
近藤 章夫  法政大学経済学部准教授 
権  赫旫  日本大学経済学部専任講師 
香月祥太郎  立命館大学大学院テクノロジー・マネジメント研究科教授 
小島 彰   (社)日本鉄鋼協会専務理事 
佐藤 明生  信州大学大学院総合工学系研究科教授 
榊  裕之  豊田工業大学副学長 
榊原 清則  慶応義塾大学総合政策学部教授 
坂村 健   東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 
佐藤 敏郎  信州大学工学部電気電子工学科教授 
皿山 正二  (株)リコー 応用電子研究所研究開発本部東北研究所为幹研究員 
信濃 正範  信州大学大学院総合工学系研究科教授 
調 麻佐志  東京農工大学大学教育センター准教授 
塩谷 景一  三菱電機(株)生産技術センター基盤技術強化推進プロジェクトグループマネー
ジャｰ 
篠崎 香織  東京富士大学経営学部准教授 
治部 眞里  (独)科学技術振興機構社会技術開発センタ―アソシエイトフェロー 
下田 隆二  東京工業大学フロンティア創造共同研究センター 
下村 政嗣  東北大学多元分子科学研究所教授 
隅藏 康一  政策研究大学院大学准教授 
角单 篤   政策研究大学院大学准教授 
鈴木 潤   政策研究大学院大学教授 
鷲見 芳彦  北海道大学人材育成本部特任教授 
11.職員名簿等 
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関口 洋美  大分県立芸術文化短期大学情報コミュニケーション学科講師 
孫  媛   情報・システム研究機構国立情報学研究所情報社会相関関係系准教授 
相馬 りか  (独)理化学研究所脳科学総合研究センターBSI-ﾄﾖﾀ連携センター戦略ユニット 
田村 泰一  早稲田大学大学院商学研究科准教授 
刀川 眞   室蘭工業大学情報メディア教育センター教授 
多田 国之 
竹内 寛爾  ソニー(株)技術戦略部 3課 
竹内 正雄  (独)産業総合技術研究所ｴﾈﾙｷﾞｰ技術研究部門燃焼評価グループ長 
武田 重喜  京セラ(株)東京八重洲事業所経営推進室東京企画部責任者 
中馬 宏之  一橋大学イノベーション研究センター教授 
千田 晋   熊本大学イノベーション推進機構特任教授 
塚原 修一  国立教育政策研究所高等教育研究部長 
豊田 長康  鈴鹿医療科学大学副学長 
長岡 貞男  一橋大学イノベーション研究センター教授 
中村 豪   東京経済大学経済学部准教授 
内藤 哲雄  (独)海洋研究開発機構地球フロンティア研究センターセンター長補佐 
中山 保夫  三菱電機(株)総務部情報セキュリティーセンター専任 
永野 博   政策研究大学院大学教授 
丹羽冨士雄    政策研究大学院大学名誉教授 
西井 龍映  九州大学大学院数理学研究院教授 
野村 稔   野村リサーチ＆コンサルティング代表 
野原 恵子  国立環境研究所環境健康研究領域分子細胞每性研究室長 
林  幸秀  (独)宇宙航空研究開発機構副理事長 
馬場 錬成  東京理科大学知的財産専門職大学院教授 
林  晋   京都大学大学院文学研究科教授 
林  和弘  (社)日本化学会学術情報部課長 
原田 良信  (独)放射線医学総合研究所企画部経営企画为幹付調査役 
花田 真一  東京大学大学院経済学研究科現代経済専攻博士後期課程 
弘岡 正明  テクノ経済研究所代表 
日高 一義  北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科教授 
藤井 章博  法政大学理工学部応用情報工学科准教授 
藤本 博也  日産自動車㈱総合研究所社会・フロンティア研究室为任研究員 
深尾 京司  一橋大学経済研究所教授 
福島 真人  東京大学大学院総合文化研究科准教授 
福石 幸生  慶應義塾大学商学研究科後期博士課程 
細野 光章  東京工業大学産学連携推進本部特任准教授 
袰岩 晶   明治学院大学非常勤講師等 
間宮 馨   (財)日本宇宙フォーラム理事長 
11.職員名簿等 
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町  末男  (独)日本原子力研究開発機構シニアリサーチャー 
松浦 拓也  広島大学大学院教育学研究科講師 
森  孝雄  (独)物質・材料研究機構ＷＰＩ国際ナノアーキテクトニクス研究拠点研究員 
元橋 一之  東京大学大学院工学系研究科教授 
薬師寺泰蔵  内閣府総合科学技術会議議員 
山下 泰弘  山形大学評価分析室准教授 
山田 肇   東洋大学経済学部社会経済システム学科教授 
吉野 諒三  情報・システム研究機構統計数理研究所教授 
横田 慎二  (独)産業技術総合研究所技術情報部門総括为幹 
渡辺 政隆  (独)科学技術振興機構理解増進部付 
 
国際客員研究官                                     
Christopher T. Hill ジョージメイソン大学教授 
柴山 創太郎      (独) 日本学術振興会 海外特別研究員 
John P. WALSH      ジョージア工科大学 教授 
山田 直        フリーランス・コンサルタント 
 
技術参与                                        
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12.研究実績 
①NISTEP Report 
 : 日本語概要版  : 日本語全文版  : 日本語要約版  
 
: 英語 概要版  
 
: 英語 全文版  
 
: 英語 要約版 
No. タイトル シリーズ 発表者・グループ 
発表 
年月 
概要 全文 要約 





 政府投資が生み出した成果の調査 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 





 基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 














   第 5部ベンチャー企業環境 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 





 「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト  
   第 4部基盤となる先端研究施設 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 





  「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト  
   第 3部国際標準報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 





 「イノベーションシステムに関する調査」プロジェクト  
  第 2部地域イノベーション報 告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 








   第 1部産学官連携と知的財産の創出・活用 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 






   第 2部我が国の博士課程修了者の進路動向調査 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 





 「大学・大学院の教育に関する調査」プロジェクト  
  第 1部理工系大学院の教育に関する国際比較調査 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 













































 イノベーションの経済分析 報告書 
第 3期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 
























科学技術政策研究所 2009.03   
  
NISTEP Report 










定点調査 科学技術政策研究所 2009.03   
 
  
113 科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査 2008）全体概要版 定点調査 科学技術政策研究所 2009.03 
  
  
112 欧州の世界トップクラス研究拠点調査 報告書   科学技術政策研究所 2008.03 
  
  





















定点調査 科学技術政策研究所 2008.05   
 
  












定点調査 科学技術政策研究所 2007.10   
 
  
104 科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査）全体概要版 定点調査 科学技術政策研究所 2007.10 
  
  
103 イノベーションの測定に向けた基礎的研究 報告書   科学技術政策研究所 2007.03 
  
  































98 科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査- 概要版 - デルファイ調査 科学技術政策研究所 2005.05   
 
  











域調査- 論文データベース分析から見る研究領域の動向 - 
デルファイ調査 科学技術政策研究所 2005.05   
 
  
94 科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査社会・経済ニーズ調査 デルファイ調査 科学技術政策研究所 2005.05   
 
  






















 基本計画の成果の内容分析: 我が国の研究活動のベンチマーキング 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 
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88 
基本計画の達成効果の評価のための調査 
  科学技術研究のアウトプットの定量的及び定性的評価 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 





  为要な産学官連携・地域イノベーション振興の達成効果及び問題点 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 





  为要な科学技術関係人材育成関連プログラムの達成効果及び問題点 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 














  第 1期及び第 2期科学技術基本計画中の政府研究開発投資の内容分析 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 













域調査 平成 15年度調査報告書 















成 15 年度調査報告書 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 





定量的及び定性的評価 平成 15 年度調査報告書 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 

















成 15 年度調査報告書 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 





 第 1期及び第 2期科学技術基本計画において定量目標の明示された施策の
達成状況 平成 15 年度調査報告書 
基本計画の達成効果の評価のた
めの調査 




























72 科学技術に関する意識調査- 2001年 2～3 月調査 - 意識調査 第 2調査研究グループ 2001.12 
  
  






70 地域における科学技術振興に関する調査研究- 第 5回調査 -   第 3調査研究グループ 2001.07 
  
  
69 日本の技術輸出の実態- 平成 10 年度 - 技術輸出 情報分析課 2001.03 
 
    
68 外国技術導入の動向分析- 平成 10年度 - 技術導入 情報分析課 2001.03 
 







2001.06   
 
  
66.2 科学技術指標- 平成 12年度 - 統計集 (2001 年改訂版) 科学技術指標 科学技術政策研究所 2001.05       
NISTEP Report 



























65 日本の技術輸出の実態- 平成 9 年度 - 技術輸出 情報分析課 2000.01 
 
    
POLICY STUDY 
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②POLICY STUDY 
No. タイトル シリーズ 発表者・グループ 
発表 
年月 








Foresight for Our Future Society-Cooperative project between NISTEP 




























検討- 医療の質を確保するドイツ医療職団体の機能から - 











ある日本型クラスター形成・展開論 - (最終報告) 
  第 3調査研究グループ 2004.03 
   
8 遺伝子科学技術の展開と法的諸問題   第 2調査研究グループ 2002.03   
 
  
7 アメリカのバイオエシックス・システム   第 2研究グループ 2001.02   
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③調査資料 
No. タイトル シリーズ 発表者・グループ 
発表 
年月 










175 第 3 期科学技術基本計画の为要政策に関する为要国等の比較 
第 3 期科学技術基本計画のフォ
ローアップに係る調査研究 






  第 1調査研究グループ 2010.01 
  
  






イノベーション・プロセス調査 第１研究グループ 2009.10   
 
  
171 エネルギー分野の人材問題に関する調査   
科学技術動向研究セン
ター 
2009.08   
 
  






169 IEEE 定期刊行物における電気電子・情報通信分野の国別概況   
科学技術動向研究セン
ター 
2009.07   
 
  





2009.03   
 
  
167 大学等における科学技術・学術活動実態調査報告（大学実態調査 2008） 大学実態調査 
科学技術基盤調査研究
室 
2009.04   
 
  
166 タイにおける産学連携・地域イノベーション-状況と課題-   第 3調査研究グループ 2009.04 
  
  








  企画課 2009.02   
 
  









2008.12   
 
  
161 ポストドクター等のキャリア選択に関する分析   第 1調査研究グループ 2008.12 
  
  
160 大学および公的研究機関からの特許出願の重点８分野別ポートフォリオ   
科学技術動向研究セン
ター 
2008.11   
 
  




















第 1調査研究グループ 2008.08 
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151 日本企業における研究開発の国際化の現状と変遷   第 2研究グループ 2008.01   
 
  
150 国立大学法人の財務分析   第 1調査研究グループ 2008.01   
 
  








アパス多様化促進事業』平成 18 年度採択 8機関に対する調査 
  第 1調査研究グループ 2007.11 
  
  






















2007.08   
 
  
144 特許請求項数の国･技術分野･時期特性別分析   第 2研究グループ 2008.01   
 
  
143 为要国における研究開発関連統計の実態：測定方法についての基礎調査   
科学技術基盤調査研究
室 





ッピング 第 1 回テクノロジーロードマップワークショップ（2007 年 5 月










  第 2調査研究グループ 2007.07   
 
  
140 科学技術指標- 第 5版に基づく 2007年改訂版 - 科学技術指標 
科学技術基盤調査研究
室 
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139 国立大学法人等の財務状況   第 1調査研究グループ 2007.07 
  
  













2007.06   
 
  






2007.03   
 
  
135 欠番             
134 欠番             











2007.01   
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2006.08   
 
  
127 インドの注目すべき発展と科学技術政策との関係（セミナー報告書）   
科学技術動向研究セン
ター 
2006.08   
 
  






125 韓国の地域科学技術政策の動向   第 3調査研究グループ 2006.03   
 
  
124 日中韓科学技術政策セミナー2006 開催報告   第 3調査研究グループ 2006.03   
 
  










日米における 21世紀のイノベーションシステム: 変化の 10年間の教訓国際
シンポジウム報告書 
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119 
国立大学の産学連携:共同研究 (1983 年 - 2002 年) と受託研究 (1995 年 - 
2002年) 
  第 2研究グループ 2005.11 
  
  
118 ドイツの直面する科学技術政策上の課題   永野 博 2005.06   
 
  
117 平成 16年版科学技術指標- データ集 - 2005 年改訂版 科学技術指標 情報分析課 2005.04   
 
  









2005.03   
 
  
114 地域科学技術・イノベーション関連指標の体系化に係る調査研究   第 3調査研究グループ 2005.03 
  
  
113 デンマークの科学技術政策- 北欧の科学技術政策の一例として -   第 3調査研究グループ 2005.03   
 
  





(2004 年 9月 13-14日、於・東京)～統合的科学技術政策による効果のベン
チマークに向けて～ 
  第 3調査研究グループ 2004.12       
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107 
学校教育と連携した科学館等での理科学習が児童生徒へ及ぼす影響につい














2004.06   
 
  
105 科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査平成 15年度調査報告書 デルファイ調査 科学技術政策研究所 2004.06 
  
  









り)- 「個人を活かす」ためのシステムへの移行 - 
  第 1調査研究グループ 2003.12 
  
  
101 科学技術国際協力の現状   第 2研究グループ 2003.11 
  
  





ついて- 科学技術館サイエンス友の会・日本宇宙尐年団を例として - 












97 我が国の科学雑誌に関する調査   第 2調査研究グループ 2003.05 
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94 科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性世界の潮流と日本の現状   第 2研究グループ 2003.03   
 
  






  第 3調査研究グループ 2003.03   
 
  
91 科学系博物館・科学館における科学技術理解増進活動について   
第 1調査研究グループ,
第 2調査研究グループ 






  第 1研究グループ 2002.12 
 
    
89 ロシアに関係する科学技術国際協力の現状分析   第 2研究グループ 2002.11   
 
  






87 国際級研究人材の国別分布推定の試み   第 1調査研究グループ 2002.07 
  
  
86 米国における公的研究開発の評価手法   第 2研究グループ 2002.05   
 
  
85 科学技術指標体系の比較と史的展開   第 1調査研究グループ 2002.03   
 
  
84 海外科学技術政策研究機関ハンドブック   企画課 2002.03       






  情報分析課 2002.01   
 
  
81 国内外の科学技術に関する意識調査の状況について   
第 2調査研究グループ,
岡本 信司 
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2001.06   
 
  
78 科学技術と NPO の関係についての調査   第 2調査研究グループ 2001.03 
  
  
77 The Proceeding of International Conference on Technology Foresight   
科学技術動向研究セン
ター 









2001.06   
 
  
75 21 世紀の科学技術の展望とそのあり方   
第 4調査研究研究グル
ープ 
2000.12   
 
  
74 The Comparative Study of Regional Innnovation Systems of Japan and China   第 3調査研究グループ 2000.11       





り方- 科学技術人材の流動化促進に係わる調査研究 - 




地域科学技術政策研究会 (平成 12年 3 月 14、15日)報告書- 地方公共団体
における研究評価の手法とあり方について - 
  第 3調査研究グループ 2000.08       
70 コンセンサス会議における市民の意見に関する考察   第 2調査研究グループ 2000.06   
 
  














  第 1研究グループ 2000.03   
 
  
66 ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題   第 2調査研究グループ 2000.03   
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④DISCUSSION PAPER  
No. タイトル シリーズ 発表者・グループ 
発表 
年月 










  第 1研究グループ 2010.01   
 
  
57 太陽光発電の普及に向けた新たな電力買取制度の分析   第 1研究グループ 2009.11   
 
  













Intra-plant Diffusion of New Technology:Role of Productivity in the 
Study of Steel RefiningFurnaces（新技術のイントラ植物拡散; - 鋼精錬
炉の研究における生産性の役割 -） 






  第３調査研究グループ 2009.04   
 
  
52 日本における地域イノベーションシステムの現状と課題   第３調査研究グループ 2009.04 
  
  
51 「心の豊かさ」を求める時代の科学技術に対する生活者ニーズ把握の検討   
科学技術動向研究セン
ター 





系譜学的検討 事例１ ～ 




University-Industry Links Personnel and Training in Japan:A Review of 
Survey Results（大学産業は日本で人員とトレーニングをリンクします; 調
査結果のレビュー） 












Effects of User Innovation on Industry Growth:Evidence from Steel 
Refining Technology（ユーザ革新の業界の成長への効果; - 鉄鋼精錬技術
からの証拠 -） 
  第 1研究グループ 2008.04   
 
  
46 研究開発サービス業の統計による把握に関する考察   第 2研究グループ 2008.02   
 
  




Moor's Law, Increasing Complexity and Limits of Organization:Modern 
Significance of Japanese DRAM ERA（ムーアの法則がもたらした複雑性増
大と"組織限界" - 日本の DRAMビジネス盛衰の現代的意義を探る -） 
  第 1研究グループ 2007.03       




A Comparative Assessment of Training Courses for Knowledge Transfer 








University-Industry Collaboration Networks for the Creation of 
Innovation:A Comparative Analysis of the Development of Lead-Free 
Solders in Japan, Europe and the United States(産学連携ネットワーク
によるイノベーションの創出:日米欧における鉛フリーはんだ開発の比較分
析) 
  第 2研究グループ 2006.03 
  
  
40 Position Paper For Conventional Hydrocarbons   
科学技術動向研究セン
ター 
2005.06       
39 科学技術コミュニケーション拡大への取り組みについて   
第 2調査研究グループ,











- 158 - 



























Joint ventures and the scope of knowledge transfer: Evidence from U.S. 


















    
31 
Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese 
Multinationals(日本企業による海外研究所保有の決定要因) 
  第 1研究グループ 2003.11 
  
  
30 大学における研究の評価に関する理論と実際- システム的視点   
第 1研究グループ,伊地
知 寛博 






  第 3調査研究グループ 2003.03   
  



















2002.11       
DISCUSSION PAPER 
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25 個人のイノベーションとライセンス   
第 1研究グループ,和田
哲夫 
2002.11   
  




2002.10     
 
23 
The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge 















21 Discussion of Importance Index in Technology Foresight   
科学技術動向研究セン
ター,Viayu CHENG 
2002.05   
 
  








Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D 
Boundaries of the Firm: A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical 


























The Development of Research Related Start Up- A France-Japan Comparison 
- 
  第 1研究グループ 2000.04   
 
  
15 我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察   
第 1調査研究グループ,
権田金治 
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⑤講演録 










Paavo Lopponen フィンランドアカデミー 開発評価部長 2010.2 
255 「エピゲノムが切り拓く未来」 
Bing Ren 米国カリフォルニア大学サンディエゴ校 ルドウイッヒがん研究所 
准教授 
2010.2 
254 「米国 NIC 2025 Disruptive Technologiesプロジェクト」 






Alexander Leonidovich Aseev ロシア科学アカデミーシベリア支部総裁（ロシ
ア科学アカデミー副総裁） 
    Valentine Ivanovich Sergienko ロシア科学アカデミー極東支部 総裁  
2009.11 
252 「チャンス発見可視化技術―キーグラフ後の 10年―」 大澤 幸生 東京大学大学院 工学系研究科ｼｽﾃﾑ創成学専攻 准教授 2009.2 




江上 美芽 東京女子医科大学 先端生命医科学研究所 客員教授 2009.11 
249 「非連続イノベーションの戦略策定のプロセス研究」 石井 正道 国立大学法人東京大学 人工物工学研究センター特任准教授 2009.10 
248 「米国におけるナノテク研究と企業の参画の状況」 平山  誠 ニューヨーク州立大学アルバニー校 教授 2009.9 
247 「中国科学技術発展概況」 阮  湘平 中華人民共和国駐日本国大使館 科学技術参事官 2009.8 
246 「ＩＴＥＲ計画の現状と展望」 池田 要 ＩＴＥＲ機構 機構長 2010.4 
245 「カナダにおける原子力への取り組み」 
Jen-Shih Chang マクマスター大学 名誉教授 
Glenn Harvel オンタリオ工科大学 副教授 
2009.7 




ジョアン・ラウンデス オーストラリア大使館、貿易経済担当一等書記官 2009.6 
講演録 




圓川 隆夫 東京工業大学大学院イノベーションマネジメント研究科長 社会
理工学研究科 教授 
2008.8 
241 「科学の公衆理解に関する国際的指標の動向について」 清水 欽也 広島大学大学院国際協力研究科准教授 2009.3 
240 「Spring-8の進化と拡大のために―共用施設運用の課題と施策―」 鈴木 昌世 財団法人 高輝度光科学研究センター 研究調整部部長 2009.3 
239 「先端研究成果実用化のフローを担う高度科学技術人材」 北森 武彦 東京大学大学院工学系研究科 副研究科長・教授 2009.3 
238 
「種子の危機：GM農作物と世界の食料安全保障の危機（Seeds of a 
Perfect Storm：GM Crops and the Global Food Security Crisis）」 




アドリアーン・ファン・デル・メール ISTC 事務局長 2009.2 
236 「中国の科学技術人材政策」 陳  暁峰 中国科学院人事教育局 局長補佐 2009.2 
235 「画期的な肝硬変治療法の開発」 新津洋司郎 札幌医科大学 分子標的探索講座特任教授 2009.1 
234 「Web新時代をドライブする人材育成」 村上 憲郎 グーグル米国本社副社長兹グーグル株式会社代表取締役社長 2008.12 











ツノダ フミコ 株式会社ウェーブプラネット代表 2008.7 
229 「超電導デバイスを用いた極限情報処理とその開発戦略」 
田中 昭二 (財)国際超電導産業技術センター 超電導工学研究所所長 




京極 政宏 (財)日本システム開発研究所为任研究員 
円城寺裕生 東成エレクトロビーム(株)営業部兹経営企画部部長 
吉武 理人 (株)中村超硬実装事業部副事業部長 
阪口新太郎 大阪金属(株)代表取締役社長 
兹松 泰男 大阪大学先端科学イノベーションセンターVBL部門教授 
2008.6 
講演録 




クレア M アロッカ 米国標準技術局 米国計測システム室 室長 2008.7 
226 「独フラウンホーファー研究所：組織と財政」 Dr. Lorenz Granrath フラウンホーファー日本代表 2008.6 
225 「巨大社会変化の認識と科学技術への期待」 松谷 明彦 政策研究大学院大学教授   











221 「知的フローの空間性と地域イノベーションシステム論」 松原  宏 東京大学大学院総合文化研究科 2008.3 
220 「英国の科学・イノベーション政策の最近の動向」 Chris Pook 駐日英国大使館科学技術参事官 2008.6 




古川 勇二 東京農工大学大学院技術経営研究科長 
豊田 政男 大阪大学大学院工学研究科長・工学部長 





Machi Dilwarth 米国国立科学技術財団東京事務所所長   
216 「The Business Innovation」 Gerald M. Stokes バテルジャパン株式会社代表取締役社長 2007.11 




下村 和生 国際 HFSP推進機構事務局次長 2008.1 
213 「音声翻訳技術の現状と今後の展開」 




高橋  宏 (独)科学技術振興機構企画評価部为監 
石橋 一郎 (独)科学技術振興機構企画評価部为査（予算担当） 
2007.11 
211 「現代中国の産業と技術進歩」 丸川 知雄 東京大学社会科学研究所教授 2007.9 
講演録 

























野原 博淳 フランス国立科学研究センター労働経済社会研究所（LEST.CNRS） 2007.5 




松原 美之 (独)消防研究所研究統括官 2007.3 
202 「科学を語り合う サイエンスコミュニケーションの方法と実践」 （PCST－9協賛国際シンポジウム） 2007.3 
201 「I Dynamics―これからの情報社会を展望する」 白井  均 (株)日立総合計画研究所副所長 2007.3 
200 
「Varioptic, liquid lenses for miniature cameras : from the lab 
to industry」 
Bruno Berge, Ph.D. Research Director, Varioptic 2007.2 
199 「科学政策のための科学：米国 NSFのイニシアティブ」 






井口  泰 関西学院大学経済学部教授、尐子経済研究センター長 2007.1 




高増  潔 東京大学大学院工学研究科教授 
高谷 裕浩 大阪大学大学院工学研究科教授 
高   偉 東北大学大学院工学研究科助教授 
200609 
講演録 
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195 
「今後のイノベーションはどこへ向かうか～IBM 社 Global 
Innovation Outlook ～」 
丸山  宏 日本アイ・ビー・エム(株)東京基礎研究所所長 2006.12 
194 
「European Roadmap for Research Infrastructures」(欧州の研究
インフラに関するロードマップ) 
Mr. Herve PERO 欧州委員会研究拠点ユニット長 





二木 厚吉 北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科教授 2006.11 
192 「ITS技術による環境負荷低減と安全・安心の街づくりについて」 
津川 定之 名城大学理工学部教授 
古川  修 芝浦工業大学システム工学部教授 
2006.11 
191 「新たな研究推進の仕組み―NPO型分散研究システム―」 
石黒  周 研究開発型 NPO 振興機構理事／ロボカップチーフビジネスオフィ
サー／国際レスキューシステム研究機構理事 
2006.10 




高見  豊 日本野外生活推進協会会長 20006.8 





186 「尐子高齢化が日本経済･地域社会に与える影響」 樋口 美雄 慶應義塾大学商学部教授 2006.5 
185 「環境問題と市場経済システムのあり方」 天野 明弘 兵庫県立大学副学長 2006.6 
184 「認知ロボティクスによる脳と心の理解の試み」 浅田  稔 大阪大学大学院工学研究科 2006.8 
183 「科学における哲学的思想の役割」 戸田山和久 名古屋大学情報科学研究科教授 2006.8 
182 
「 From Technology  to  Health : How to use advanced 
technologies to improve the quality of life」 
Giuseppe Riva ： Cattolica del Sacro Cuore大学、心理学部 Institute 
Auxologico Italiano 神経心理学・応用技術研究所 
2006.8 




喜多 千草 関西大学総合情報学部 2006.8 
講演録 
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179 
「女性の科学キャリアに関するワークショップ 2005―注目すべき
話題と日本からの報告―Gender and science : Glimpses from 
India and Asia」 
小川眞里子 三重大学人文学部教授 2006.5 








北野  大 淑徳大学国際コミュケーション学部教授 2006.3 
175 
「 U.S.National  Science  Foundation's  Engineering 
Research  Center  Scheme-Retrospective  by  a  leading 
participant-」 




藤田 和男 芝浦工業大学 MOT専門職大学院工学マネジメント研究科教授 2006.3 
173 
「Disaster Management in Japan and New Zealand : Diggerences 
and Similarities」 
Dr. Neil Britton, Ph. D. Team Learder EdM-NIED Kobe 2006.2 
172 
「 The Materials and Nanotechnology Policy of the European 
Commission（欧州委員会の材料・ナノテク政策）」 








都河 明子 東京医科歯科大学留学生センター教授 2006.2 
169 「全要素生産性と経済・科学技術政策」 深尾 京司 一橋大学経済研究所教授 2006.1 
168 「中国新“中間層”台頭」 徐  向東 キャストコンサルティング（株）代表取締役社長 2006.1 
167 「サービス・サイエンスの意義と将来展望」 久世 和資 日本アイ・ビー・エム（株）東京基礎研究所所長 2005.12 
166 「ヒートアイランドに関する最近の研究について」 
一ノ瀬俊明 （独）国立環境研究所地球環境研究センター为任研究員 
藤井  光 九州大学大学院工学研究院助教授 
2005.12 
講演録 
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「Philips Research Leuven :Semiconductor Research and Open 
Innovation at IMEC」 
Dr. Carel van der Poel, Ph. D.  2005.8 









158 「わが国の情報分野の人材養成について」 武市 正人 東京大学大学院情報理工学系研究科教授 2005.7 
157 
「From Virtual Reality to Actual Reality : Using Virtual Reality 
for Learning」 




加藤 醇子 クリニック・かとう 
宇野  彰 筑波大学大学院 
藤堂 栄子 特定非営利活動法人エッジ 









田村 守 北海道大学電子科学研究所教授 2005.6 




佐藤 源之 東北大学東北アジア研究センター教授 2005.6 
講演録 
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151 「「切磋琢磨型」アカデミズムの重要性」 菅  裕明 東京大学先端科学技術研究センター教授 2005.3 
150 「読書の熟達化プロセスの認知脳科学的な分析：速読を例として」 



































1947年 12月 経済安定本部資源委員会事務局設置 
1949年 06月 （資源委員会は資源調査会へ改称） 
1952年 08月 （資源調査会は総理府の附属機関へ） 
1956年 05月 科学技術庁設置   
資源調査会事務局は科学技術庁資源局となる。 
       （資源調査会は科学技術庁の附属機関へ） 
1968年 06月 資源調査所設置（科学技術庁資源局廃止） 
1988年 07月 科学技術政策研究所設置（資源調査所改組） 
2001年 01月 中央省庁の再編により文部省と科学技術庁が統合され文部科学省が発足。 
       （文部科学省の附属機関となる） 
所内に科学技術動向研究センターを設置（第 4調査研究グループ改組） 
2002年 07月 永田町合同庁舎（千代田区永田町）から郵政事業庁庁舎（千代田区霞ヶ関)移転 
2004年 01月 文部科学省ビル（千代田区丸の内)に移転 
2006年 03月 情報分析課廃止（2006年度「科学技術基盤調査研究室」へ改組） 
2006年 04月 科学技術基盤調査研究室設置 





















所 長            桑原 輝隆 
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